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Ⅰ 調 査の概 要  

 

１ 漁業センサスの沿革  

漁 業 セ ン サス 実 施 以 前の 水 産 業 に 関 す る 基 本調 査 と し て は、 明 治 25年 の「 水 産

事 項 特 別 調査 」 、 昭 和22年 の 「 水産 業 基 本 調査」 、 昭 和23年 の「 漁業権 調 査 」 が

挙 げ ら れ る 。 「 漁 業 セ ン サ ス 」 と い う 名 称 で 実 施 さ れ た の は 、 昭 和 24年 の「 第１

次 漁 業 セ ン サ ス 」 が 最初 で あ る 。 そ の 後 、 昭和 29年 に 「 第 ２ 次 漁 業セ ン サ ス 」 が

実 施 さ れ 、 さ ら に 昭 和33年 の「 沿岸 漁 業 臨 時 調査 」 を 経て 、 昭 和 38年に 「 第 ３ 次

漁 業 セ ン サス 」 、 昭 和43年 に「 第 ４ 次 漁 業 セ ン サ ス 」 、 以降 ５ 年 ご と に 実 施 さ れ 、

「 2018年 漁業 セ ン サス 」 ( 注) は 第14回 目 の 実施 に あ た る 。  

注 ： 2003年 から 調 査 実 施 年 を 示 す 西暦 年 を 冠 し た 呼 称 と な っ た 。  

 

２ 調査の目的 

我が国漁業の生産構造、就業構造並びに漁村及び水産物流通・ 加工業等の漁業を 取り まく 実

態を 明ら かにすると と も に、 我が国の水産行政の推進に必要な基礎資料を 整備する こ と を 目

的と する。  

 

３ 根拠法規 

2018 年漁業センサスは、 統計法（ 平成 19 年法律第 53 号）、 統計法施行令（ 平成 20 年政令

第 334 号、 漁業センサス規則（ 昭和 38 年農林省令第 39 号） 及び平成 15 年５ 月 20 日農林

水産省告示第 776 号（ 漁業センサス規則第５ 条第２ 項第１ 号の農林水産大臣が定める湖沼等

を 定める件） に基づき 基幹統計調査と し て実施し た。  

 

４ 調査体系 

調査は、 海面漁業調査、 内水面漁業調査及び流通加工調査の３ 種類から なる 。  

調査系統は、海面漁業調査のう ち漁業経営体調査は都道府県及び市区町村を 経由し 、その他

の調査については、 農林水産省の地方組織を経由し て実施し た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の系統

漁業経営体調査 農林水産省－都道府県－市区町村－統計調査員－調査対象

海面漁業地域調査 農林水産省－地方組織－調査対象

内水面漁業経営体調査
農林水産省－地方組織－統計調査員－調査対象
農林水産省－地方組織－調査対象

内水面漁業地域調査 農林水産省－地方組織－調査対象

魚市場調査 農林水産省－地方組織－調査対象

冷凍・冷蔵、水産加工場調査 農林水産省－地方組織－統計調査員－調査対象

海 面
漁業調査

内 水 面
漁業調査

流通加工
調査

調査の種類
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５ 神奈川県の調査の範囲等（海面漁業調査漁業経営体調査） 

（ １ ）  調査の範囲及び調査対象 

海面に沿う 市区町村及び漁業法（ 昭和 24 年法律第 267 号） 第 86 条第 1 項の規定に

よ り 農林水産大臣が指定し た市区町村の区域内にある 海面漁業に係る 漁業経営体並び

にこ れら の市区町村の区域外にある 海面漁業に係る漁業経営体であっ て農林水産大臣

が必要と 認める も の。  

（ ２ ）  調査の期日 

平成 30 年（ 2018 年） 11 月１ 日現在 

（ ３ ）  調査の方法 

統計調査員が調査対象に対し 調査票を 配布・ 回収する自計調査の方法（ 被調査者が

自ら 回答を調査票に記入する方法） により 行っ た。  

なお、 調査対象の協力が得ら れる場合は、 オン ラ イ ンによ り 調査票を 回収する 方法

も 可能と し た。  

また、 調査対象から 面接調査（ 他計調査） の申出があっ た場合には、 統計調査員によ

る 調査対象に対する面接調査の方法をと っ た。  

（ ４ ）  調査事項 

      ア 漁業種類、 使用漁船、 養殖施設その他漁業経営体の経営の状況 

      イ  個人経営体の世帯の状態及び世帯員の漁業就業日数その他の就業状況 

※ 調査事項の細目は、 農林水産大臣が定める調査票による。  

 

６ 主な改正点（海面漁業調査漁業経営体調査） 

2018 年漁業センサスの実施に当たっ ては、 水産業の情勢の変化等を 踏まえ、 次の変更を

行っ た。  

 

（ １ ）  前回調査（ 2013 年） まで、 個人経営体の漁業に従事し た世帯員のみについて男女別、

年齢階層、 海上作業従事日数、 海上作業従事日数が最も 多かっ た漁業種類等を把握し

てき たが、 今回調査では、 団体経営体の経営主や海上作業・ 陸上作業において責任の

ある者（ 役員等） 及び雇用者であっ て船長や漁ろ う 長等の役職に就く 者についても 個

人経営体の漁業に従事し た世帯員と 同様の事項を 新たに把握し た。  

また、 いずれの者も 海上作業従事日数だけでなく 、 陸上作業を 含む自家漁業の従事

日数を新たに把握する と と も に、 海上作業日数が多かっ た漁業種類を １ ～３ 位まで把

握し た。  

（ ２ ）  個人経営体において経営主以外の漁業に従事し た世帯員が当該経営体の経営方針の

決定に関わっ ているかどう かを 新たに把握し た。  

（ ３ ）  漁業経営体が営んだ漁業種類について、「 その他の魚類養殖」 に含めていた「 と ら ふぐ

養殖」 を 分離すると と も に、「 と ら ふぐ 養殖」 の養殖場の施設面積を 新たに把握し た。
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また、「 まぐ ろ 類養殖」 と し ていた名称を 「 く ろ まぐ ろ 養殖」 に変更し た。  

（ ４ ）  前回調査（ 2013 年） まで、 漁業経営体が営んだ漁業種類のう ち販売金額が１ ・ ２ 位の

漁業種類を把握すると と も に、 動力漁船別に販売金額が最も 多かっ た漁業種類につい

て把握し てき たが、 今回調査では、 漁業経営体が営んだ漁業種類のう ち販売金額が多

いも のを １ ～３ 位まで把握すると と も に、 販売金額の多い魚種を １ ～３ 位まで新たに

把握し た。 あわせて、 動力漁船についても 出漁日数が多い漁業種類を １ ～３ 位まで新

たに把握すると と も に販売金額が多い漁業種類を １ ～３ 位まで把握し た。  

（ ５ ）  漁業経営体における漁獲物・ 収獲物の販売金額について、 最上位階層（ 10 億円以上）

に該当する場合に新たに実額を 把握し た。  

（ ６ ）  漁業経営体における漁獲物・ 収獲物の出荷先について、「 外食産業」 を 追加する と と も

に、消費者への直接販売の状況を 詳細に把握するため、「 消費者に直接販売」 のう ち 、

「 自営の水産物直売所」、「 その他の水産物直売所」、「 他の方法」 を追加し た。  

（ ７ ）  漁業以外に行っ た事業について、 個人経営体のみ自営業の水産加工業、 民宿、 遊漁船

業及びその他並びに勤めの区分で把握し てき たが、 漁家レ スト ラ ン 、 農業、 小売業を

新し く 区分に追加し 、 団体経営体も 同様の内容を 新たに把握し た。  

（ ８ ）  以下の調査項目は削除し た。  

ア 個人経営体における 漁業従事世帯員の使用し た動力漁船の大き さ  

イ  個人経営体における 遊漁船業の利用者数 

ウ 個人経営体の雇用者数や団体経営体の従事者数の居住地区分別人数 
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Ⅱ 利 用 上の注意  

 

１ 本報告 について 

こ の 報 告 書は 令 和 ２ 年（ 2020年） １ 月 17日に 農林 水 産 省 か ら 公 表さ れ た 確 定 値

の 集 計 結 果に 基 づ き 、 神 奈 川 県 に お い て 調査を 実 施 し た 海 面 漁 業 調査（ 漁 業 経営

体 調 査 ） に つ い て 主 要な 結 果 を 取り ま と め た も の で あ り 、 令 和 元 年（ 2019年 ） ８

月 28日 に 神奈 川 県 がと り ま と め た 結 果 （ 速 報） と は 異 な る 場 合 があ る 。  

な お 、 掲 載 内 容 に つ い て は 、 調 査 票 の 変 更や本 県 の 海 面漁 業 の 特 徴を 捉え る 観

点 か ら 2013年 調 査 報告書 か ら 改 変し た 。 主 な 変 更 点 は 下 記の と お り 。  

（ １ ）  漁 業 経 営 体 数に つ い て は、 漁 獲・ 収 獲 魚 種 別、 漁 獲 物・ 収獲 物 の 販売 金 額

規 模 別 を 新 た に 掲 載し た 。  

（ ２ ）  個 人 経 営 体 数に つ い て は、 基 幹 的 漁 業従 事 者の 年 齢 階 層別 、 後 継 者の 有 無

別 を 新 た に 掲 載 し た 。  

（ ３ ）  漁 業 就 業 者 、 世 帯員 、 海上 作 業 従 事 者 に つ い て は 、 個人 経営 体 の 世帯 員 数

及 び 海 上 作 業 従 事 者数の 掲載 を やめ 、 地 区 別、 市 町 別 漁 業 就業者 数 及 び 新

規 就 業 者 数 を 新 た に 追加 し た 。  

（ ４ ）  東 京 湾 、 三 浦 半 島、 相模湾 の ３ つ の 地 区 別 に 主 要 項 目 を 比 較 し た 。 ３ つ の

地 区 の 範 囲 は「 か な が わ水 産業 活 性 化 指 針」 （ 平 成 28年3月 ） 等に 沿っ た 境

界 に 変 更 し た 。  

 

２ 結果の概要及び統計表における数値の表記について 

（ １ ）  結果の概要における 比率については小数点以下第２ 位を 四捨五入し ている 。 そのため、

構成比の内訳の計と 合計が一致し ない場合がある。  

（ ２ ）  表中に用いた記号は以下のと おり である。  

「 －」：  皆無または該当数値のないも の 

「 …」：  数値が得ら れないも の（ 不詳） または計算不能なも の 

「 ｘ 」：  個々の報告者の秘密を 保護するため、 統計数値を 公表し ないも の 

「 △」：  負数又は減少し たも の 

（ ３ ）  秘匿措置 

統計調査結果について、調査対象数が２ 以下の場合には、個人又は法人その他団体に関す

る 調査結果の秘密保護の観点から 、 該当結果を「 ｘ 」 表示と する秘匿措置を 施し ている 。  

なお、全体（ 計）から の差引き により 、秘匿措置を 講じ た当該結果が推定でき る場合には、

本来秘匿措置を 施す必要のない箇所についても 「 ｘ 」 表示と し ている 。  
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３ 集計方法 

（ １ ） 集計の実施系統 

本調査の集計は、 農林水産省大臣官房統計部において行っ た。  

（ ２ ） 集計方法 

本調査は全数調査であるこ と から 、 集計は有効回答と なっ た調査票の単純積み上げによ

り 行っ た。  

なお、 未記入の回答必須項目がある 一部の調査票のう ち 、  

①  当該調査票の回答が得ら れた項目を基に補完するこ と が可能な項目 

②  ①以外の項目であっ ても 、 選択式の項目であり 、 特定の選択肢に当てはめて補完す

る こ と により 他の調査項目と の不整合が生じ ない項目 

に限り 、 必要な補完を 行っ た上で、 有効回答と なっ た調査票も 集計対象と し た。  

なお、 全国及び神奈川県の海面漁業調査漁業経営体調査の有効回答数は以下のと おり 。  

 

 

 

 

注：1 「調査票配布数」とは、2013 年漁業センサス客体名簿を基に、行政記録 

情報の活用及び地方自治体、漁協等の関係機関からの聞き取りによる補 

正や、統計調査員の判定の結果、調査票の配布対象となった調査対象 

に配布した調査票の数である。 

 

  ２ 「有効回答数」とは「調査票配布数」のうち、適正に回答された調査票が 

回収できた数及び回答必須項目に一部未記入が残る調査票であって、 

必要な補完を行った結果、回答必須項目の未記入が全て解消された調 

査票の数である。 

有効回答数

全 国 79,916 79,067

神奈川県 1,007 1,005

区分
調査票
配布数
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Ⅲ 用語の解説 

 

 

海 面 漁 業 

 

 

過 去 １ 年 間 

 

漁 業 経 営 体 

 

 

 

経 営 組 織 

 

個 人 経 営 体 

 

 団 体 経 営 体 

 

   会 社 

 

 

 

    漁業協同組合 

 

 

 

 

    漁業生産組合 

 

    共 同 経 営 

 

 

 

    そ の 他 

 

経 営 体 階 層 

 

 

 

 

 

 

  海面（ サロマ湖、 能取湖、 風蓮湖、 温根沼、 厚岸湖、 加茂湖、 浜名湖及び中海を含む。 ）

において営む水産動植物の採捕又は養殖の事業をいう 。  

 

 平成29年（ 2017年） 11月１ 日から平成30年（ 2018年） 10月31日の期間 

 

 過去１ 年間に利潤又は生活の資を得るために、 生産物を販売するこ と を目的と し て、 海

面において水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業所をいう 。  

 ただし 、 過去１ 年間における漁業の海上作業従事日数が30日未満の個人経営体は除く 。  

 

  漁業経営体を経営形態別に分類する区分をいう 。  

 

 個人で漁業を営んだものをいう 。  

 

 個人経営体以外の漁業経営体をいう 。  

 

  会社法（ 平成17年法律第86号） 第２ 条第１ 項に基づき設立さ れた株式会社、 合名会社、

合資会社及び合同会社をいう 。  

なお、 特例有限会社は株式会社に含む。  

 

  水産業協同組合法（ 昭和23年法律第242号） （ 以下「 水協法」 と いう 。 ） に基づき設立さ

れた漁業協同組合( 以下「 漁協」 と いう 。 ) 及び漁業協同組合連合会( 以下「 漁連」 と いう 。 )

をいう 。  

なお、 内水面組合（ 水協法第18条第２ 項に規定する内水面組合をいう 。 ） は除く 。  

 

 水協法第２ 条に規定する漁業生産組合をいう 。   

 

  二つ以上の漁業経営体（ 個人又は法人） が、 漁船、 漁網等の主要生産手段を共有し 、 漁

業経営を共同で行う ものであり 、 その経営に資本又は現物を出資し ているも のをいう 。 こ

れに該当する漁業経営体の調査は、 代表者に対し てのみ実施し た。  

 

  都道府県の栽培漁業センタ ーや水産増殖センタ ー等、 上記以外のものをいう 。  

 

 漁業経営体が「 過去１ 年間に主と し て営んだ漁業種類」 及び「 過去１ 年間に使用し た漁

船のト ン数」 により 、 次の方法により 決定し た。  

ア 初めに、 過去１ 年間に主と し て営んだ漁業種類（ 販売金額１ 位の漁業種類） が、 大

型定置網、 さ け定置網、 小型定置網及び海面養殖に該当し たものを当該階層に区分。  

イ アに該当し ない経営体について、 過去１ 年間に使用し た漁船の種類及び動力漁船の

合計ト ン数（ 動力漁船の合計ト ン数には、 遊漁のみに用いる船、 買いつけ用の鮮魚運

搬船等のト ン数は含まない。 ） により 区分（ 使用漁船の種類及び使用動力漁船の合計
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漁 業 層 

 

 沿 岸 漁 業 層 

 

 

 海 面 養 殖 層 

 

 中 小 漁 業 層 

 

 大 規 模 漁 業 層 

 

漁 業 種 類 

 

 営んだ 漁業種類 

 

漁獲物・ 収獲物の販売

金額 

 

出 荷 先 

 

漁業協同組合の市

場又は荷さ ばき所 

 

漁業協同組合以外

の卸売市場 

 

流通業者・ 加工業者 

 

小売業者・ 生協 

 

外 食 産 業 

 

消費者に直接販売 

 

自営の水産物直

売所 

 

その他の水産物

直売所 

 

ト ン数により 、 漁船非使用、 無動力漁船、 船外機付漁船、 動力漁船１ ト ン未満から動

力漁船3, 000ト ン以上の階層までの16経営体階層に区分。 ） 。    

 

 以下の各層をいう 。  

 

漁船非使用、 無動力漁船、 船外機付漁船、 動力漁船10ト ン未満、 定置網及び海面養殖の

各階層を合わせたものをいう 。  

 

海面養殖の階層をいう 。  

 

 動力漁船10ト ン以上1, 000ト ン未満の各階層を合わせたものをいう 。  

 

 動力漁船1, 000ト ン以上の各階層を合わせたものをいう 。  

 

  漁業経営体が営んだ漁業種類をいう 。  

 

 漁業経営体が過去１ 年間に営んだ全ての漁業種類をいう 。  

 

 過去１ 年間に漁獲物・ 海面養殖の収獲物を販売し た金額（ 消費税を含む。 ） をいう 。  

 

 

過去１ 年間に漁獲物・ 収獲物を漁業経営体が直接出荷し た相手先をいう 。  

 

 漁協が開設し ている卸売市場又は漁協の荷さ ばき所へ出荷し ている場合をいう 。  

  

 

漁協以外が開設し ている卸売市場（ 中央卸売市場を含む。 ） へ出荷し ている場合をいう 。 

 

 

 卸売問屋等流通業者、 加工業者等へ出荷し ている場合をいう 。  

 

 スーパー（ 量販店を含む。 ） 、 鮮魚商及び生協等へ出荷し ている場合をいう 。  

 

 レスト ラン等の外食産業へ出荷し ている場合をいう 。  

 

 消費者に直接販売し ている場合をいう 。  

 

 食品衛生法（ 昭和22年法律第233号） に基づく 魚介類販売業の許可を得て、 自らが運営す

る直売所で販売し ている場合をいう 。  

 

共同で運営し ている直売所又は他者が運営する直売所で販売し ている場合をいう 。  
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他 の 方 法 

 

 

そ の 他 

 

漁 業 従 事 世 帯 員 

 

 

漁 業 従 事 役 員 

 

 

 

責 任 の あ る 者 

 

 

 

 

 経 営 主 

 

 経営方針の決定参画

者（ 経営主を除く ）  

 

 漁 ろ う 長 

 

 

 船 長 

 

 

 

 機 関 長 

 

 養 殖 場 長 

 

 そ の 他 

 

 

 陸上作業において責

任のある者 

 

漁 業 就 業 者 

 

個 人 経 営 体 の 

自 家 漁 業 の み 

 移動販売（ 行商） 等のほか、 インタ ーネッ ト や電話等により 消費者から 直接受注し 、 販

売し ている場合をいう 。  

 

 上記以外のものをいう 。  

 

個人経営体の世帯員のう ち過去１ 年間に漁業を行っ た人をいう 。 なお、 共同経営の構成

員や他の漁業経営体の雇用者と し て漁業に従事し た場合も含む。  

 

団体経営体における責任のある者をいい、 経営主、 役員、 支配人及びその代理を委任さ

れた者である。 なお、 役員会に出席するだけの者や役職に就いていても役員等でない場合

は責任のある者に含めない。  

 

個人経営体における経営主及び経営方針の決定に関わっている世帯員並びに団体経営体

における経営主、 役員、 支配人及びその代理を委任さ れた者をいう 。  

なお、 団体経営体において、 役員会に出席するだけの者や役職に就いていても役員等で

ない場合は責任のある者に含めない。  

 

漁業の経営に責任のある者又は経営の意思決定を行う 者をいう 。  

 

個人経営体の世帯員のう ち、 経営主と と もに漁業経営に関する決定に参画し た者をいう 。 

 

 

団体経営体の漁ろう 活動の指揮命令を一手に担っている者で、 漁場選択・ 移動、 漁網の

投入タ イミ ング等を判断し 、 船長以下、 船員に指示を出す者をいう 。  

 

団体経営体の漁船の運航責任者と し て、 漁船の指揮権を有し ている者で、 漁船の大きさ

に従って船舶職員及び小型船舶操縦者法（ 昭和26年法律第149号） に定める資格を有し てい

る者をいう 。  

 

団体経営体の漁船のエンジンやボイラーなどの機関部の責任者をいう 。  

 

団体経営体の海上又は陸上の養殖施設において、 養殖場の運営における責任者をいう 。  

 

団体経営体の通信長、 甲板長及び司ちゅう 長（ コッ ク 長） など各部門における責任者を

いう （ 役職にはついていない役員も含む。 ） 。  

 

管理運営業務等の陸上作業における責任者をいう 。  

 

 

満15歳以上で過去１ 年間に漁業の海上作業に年間30日以上従事し た者をいう 。  

 

漁業就業者のう ち、 個人経営体の自家漁業のみに従事し 、 共同経営の漁業及び雇われて

の漁業には従事し ていない者をいう （ 漁業以外の仕事に従事し たか否かは問わない。 ） 。  
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漁 業 従 事 役 員 

 

 

 

漁 業 雇 わ れ 

 

 

新 規 就 業 者 

 

 

 

 

 

海 上 作 業 従 事 者 

 

漁 船 

 

 

 

 

 

 

  無 動 力 漁 船 

 

  船外機付漁船 

 

 

 

  動 力 漁 船 

 

 

漁 業 の 海 上 作 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体経営体における責任のある者をいい、 経営主、 役員、 支配人及びその代理を委任さ

れた者である。 なお、 役員会に出席するだけの者や役職に就いていても役員等でない場合

は責任のある者に含めない。  

 

漁業就業者のう ち、 上記以外の者をいう （ 漁業以外の仕事に従事し たか否かは問わな

い。 ） 。  

 

過去１ 年間に漁業で恒常的な収入を得るこ と を目的に主と し て漁業に従事し た者で、 ①

新たに漁業を始めた者、 ②他の仕事が主であったが漁業が主と なった者、 ③普段の状態が

仕事を主と し ていなかったが漁業が主と なった者のいずれかに該当する者をいう 。  

 なお、 個人経営体の自家漁業のみに従事し た者については、 前述のう ち海上作業に30日

以上従事し た者を新規就業者と し た。  

  

満15歳以上で、 11月１ 日現在で海上作業に従事し た者をいう 。  

 

  過去１ 年間に経営体が漁業生産のために使用し たも のをいい、 主船のほかに付属船（ ま

き網における灯船、 魚群探索船、 網船等） を含む。  

 ただし 、 漁船の登録を受けていても、 直接漁業生産に参加し ない船（ 遊漁のみに用いる

船、 買いつけ用の鮮魚運搬船等） は除く 。  

なお、 漁船隻数の算出に当たっ ては、 上記のう ち調査日現在保有し ているも のに限定し

ている（ 重複計上を回避するため。 ） 。  

 

推進機関を付けない漁船をいう 。  

 

無動力漁船に船外機（ 取り 外し ができる推進機関） を付けた漁船をいい、 複数の無動力

漁船に１ 台の船外機を交互に付けて使用する場合には、 そのう ち１ 隻を船外機付漁船、 ほ

かは無動力漁船と し た。  

 

推進機関を船体に固定し た漁船をいう 。 なお、 船内外機船（ 船内にエンジンを設置し 、

船外に推進ユニッ ト （ プロペラ等） を設置し た漁船） については動力漁船と し た。  

 

ア 漁船漁業では、 漁船の航行、 機関の操作、 漁労（ 漁場での水産動植物の採捕に係る作

業） 、 船上加工等の海上における全ての作業をいう （ 運搬船など、 漁労に関し て必要な

船の全ての乗組員の作業も 含める。 し たがって、 漁業に従事し ない医師、 コ ッ ク等の乗

組員も海上作業従事者と なる。 ） 。  

イ 定置網漁業では、 網の張り 立て（ 網を設置するこ と をいう 。 ） 、 取替え、 漁船の航行、

漁労等海上における全ての作業及び陸上において行う 岡見（ 定置網に魚が入るのを見張

るこ と 。 ） をいう 。  

ウ 地びき網漁業では、 漁船の航行、 網の打ち回し 、 漁労等海上における全ての作業及び

陸上の引き子の作業をいう 。  

エ 漁船を使用し ない漁業では、採貝、採藻（ 海岸に打ち寄せた海藻を拾う こ と も含める。）

等をする作業をいう （ 潜水も含む。 ） 。  
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漁 業 の 陸 上 作 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人経営体の専兼業分類 

  専 業 

 

  第 １ 種 兼 業 

 

 

  第 ２ 種 兼 業 

 

 

 

 兼 業 の 種 類 

  水産物の加工 

 

 

 

 

オ 養殖業では、 次の作業をいう 。  

 ( ｱ)  海上養殖施設での養殖 

ａ  漁船を使用し ての養殖施設までの往復 

ｂ  いかだや網等の養殖施設の張立て及び取り 外し  

ｃ  採苗( さ いびょ う )、 給餌作業、 養殖施設の見回り 、 収獲物の取り 上げ等の海上にお 

いて行う 全ての作業 

 ( ｲ)  陸上養殖施設での養殖 

ａ  採苗、 飼育に関わる養殖施設（ 飼育池、 養成池、 水槽等） での全ての作業 

ｂ  養殖施設（ 飼育池、 養成池、 水槽等） の掃除 

ｃ  池及び水槽の見回り  

ｄ  給餌作業（ ただし 、 餌料配合作業（ 餌作り ） は陸上作業と する。 ）  

ｅ  収獲物の取り 上げ作業 

 

漁業に係る作業のう ち、 海上作業以外の全ての作業をいい具体的には以下のものをいう 。 

ア 漁船、 漁網等の生産手段の修理・ 整備（ 停泊中の漁船上で行っ た場合も含む。 ）  

イ 漁具、 漁網及び食料品の積み込み作業 

ウ 出漁・ 入港（ 帰港） 時の漁船の引き下ろし 、 引き上げ 

エ 悪天候時の出漁待機 

オ 餌の仕入れ及び調餌作業 

カ 真珠の核入れ作業、 珠の採取作業、 貝清掃作業、 貝のむき身作業、 のり 、 わかめの 

干し 作業 

キ 漁獲物を出荷するまでの運搬、 箱詰め等の作業 

ク 自家生産物を主たる原料と し た水産加工品の製造・ 加工作業 

   ただし 、 同一構内（ 屋敷内） に工場、 作業所と みられるものを有し その製造活動に

専従の常時従事者を使用し ている場合は、 漁業の陸上作業と はし ない。  

ケ 自家漁業の管理運営業務（ 指揮監督、 技術講習、 経理・ 計算、 帳簿管理）  

 

 

 個人経営体（ 世帯） と し て、 過去１ 年間の収入が自家漁業からのみの場合をいう 。  

 

個人経営体（ 世帯） と し て、 過去１ 年間の収入が自家漁業以外の仕事からもあり 、 かつ、

自家漁業からの収入がそれ以外の仕事からの収入の合計より も大きかった場合をいう 。  

 

  個人経営体（ 世帯） と し て、 過去１ 年間の収入が自家漁業以外の仕事からもあり 、 かつ、

自家漁業以外の仕事から の収入の合計が自家漁業から の収入より も 大きかっ た場合をい

う 。  

 

 

水産物を主たる原料と する加工製造業をいい、 自家生産物以外の水産物を購入し て加工

製造するも の及び原料が自家生産物の場合でも、 同一構内（ 屋敷内） に工場、 作業場と 認

めら れるも のがあり 、 その製造活動に専従の常時従業者（ 家族も含む。 ） を使用し 、 加工

製造するも のをいう 。 なお、 藻類の素干し 品のみを製造する場合は、 水産加工業に含めな

い。  
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  漁 家 民 宿 

 

 

 

  漁家レスト ラン 

 

 

 

  遊 漁 船 業 

  

 

 

  農 業 

   

  小 売 業 

 

 

  そ の 他 

 

基幹的漁業従事者 

 

 

自家漁業の後継者 

 

 

漁 業 地 区 

 

 

 

旅館業法（ 昭和23年法律第138号） に基づく 旅館業の許可を得て、 観光客等の第三者を宿

泊さ せ、 自ら生産し た水産動植物や地域の食材をその使用割合の多寡にかかわら ず用いた

料理を提供し 料金を得ている事業をいう 。  

 

食品衛生法に基づく 飲食店営業又は喫茶店営業の許可を得て、 不特定の者に自ら生産し

た水産動植物を、 その使用割合の多寡にかかわらず用いた料理を提供し 、 料金を得ている

事業をいう 。  

 

遊漁者から料金を徴収し て、 漁船、 遊漁船等を使用し て、 遊漁者を漁場に案内し 、 釣り

などの方法により 魚類その他の水産動植物を採捕さ せること（ 船釣り 、 瀬渡し 等） をいう 。

なお、 遊漁者を他の業者に斡旋する業務は遊漁船業に含めない。  

 

販売すること を目的に農業を行っている場合をいう 。  

 

自ら生産し た水産動植物又はそれを使用し た加工品を小売り する事業をいう 。 なお、 イ

ンタ ーネッ ト や行商など店舗を持たない場合も含める。  

 

上記以外のも のをいう 。  

 

 個人経営体の世帯員のう ち、 満15歳以上で自家漁業の海上作業従事日数が最も 多い者を

いう 。  

 

 満15歳以上で過去１ 年間に漁業に従事し た者のう ち、 将来、 自家漁業の経営主になる予

定の者をいう 。  

 

市区町村の区域内において、 共通の漁業条件及び共同漁業権を中心と し た地先漁業の利

用等に係る社会経済活動の共通性に基づいて漁業が行われる地区をいう 。 （ 漁業地区図参

照）  
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Ⅳ 結 果の概 要  

 

１ 漁業経 営 体  

2018年 11月１ 日 現 在 、 神 奈 川 県 の 漁業 経 営体 数は  1, 005経 営体 で 、 2013年 に 実

施 し た  2013年 漁 業セ ン サ ス（ 以 下 ｢前回 ｣と い う 。 ） の 結 果と 比 較 す る と 、 ５ 年 間

で 152経 営体 の 減 少 ( 減少 率 13. 1％) と な っ て い る が 、 減 少 率 は 全国 の値 （ 16. 3%）

よ り も 低 く な っ て い る 。  

な お 、 第 ９ 次 漁 業セ ン サ ス（ 1993年） の 結 果と 比 較 す る と 、 全 国で は 53. 9%の減

少（ 92, 457経 営 体 の 減少 ） と な っ て い る の に 対 し 、 神 奈川 県 は 42. 4%の 減 少（ 740

経 営 体 の 減少 ） と な っ て い る 。  

 

                                          

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 表１ 、 図１ ）  

図１ 漁業経営体数の推移 
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９次(1993年) 10次(1998年) 2003年 2008年 2013年 2018年

神奈川県 全国(左目盛） (右目盛）

(経営体） (経営体）

神奈川県 全国 神奈川県 全国 神奈川県 全国

経営体 経営体 経営体 経営体 % %

９ 次( 1993年) 1, 745 171, 524 △ 156 △ 18, 747 △ 8. 2 △ 9. 9

10次( 1998年) 1, 618 150, 586 △ 127 △ 20, 938 △ 7. 3 △ 12. 2

2003年 1, 358 132, 417 △ 260 △ 18, 169 △ 16. 1 △ 12. 1

2008年 1, 243 115, 196 △ 115 △ 17, 221 △ 8. 5 △ 13. 0

2013年 1, 157 94, 507 △ 86 △ 20, 689 △ 6. 9 △ 18. 0

2018年 1, 005 79, 067 △ 152 △ 15, 440 △ 13. 1 △ 16. 3

年次
漁業経営体数 増減数 対前回増減率

表１ 漁業経営体数の推移 
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(1 )  地 区別、市 町 別 漁業 経 営 体数  

「 東 京 湾 地区 」 、 「 三 浦半 島地 区 」 及び「 相 模湾 地 区 」 の ３ 地 区 ＊ 1別 の 漁 業 経

営 体数 の 構成 比 を みる と 、 「 三 浦 半 島 地区 」 が 45. 2%を 占 め 、 「 東 京 湾 地区 」 が

28. 2%、 「 相 模 湾地 区 」 が 26. 7%と な っ て い る 。 前 回 と 比較 す る と 、 「 三 浦 半島

地 区」 が22. 3%の 減少 で あ る の に 対 し 、 「 東京 湾 地区 」 は 7. 5%の減 少 、 「 相 模湾

地 区」 は0. 4%の増 加 と な っ て い る 。2003年 と の 比較 で は「 三 浦 半島 地区 」 が 37. 2%

の 減少 、 「 東 京 湾 地 区 」 が 22. 0%の 減 少 と な っ て い る の に 対 し 、 「 相 模 湾 地 区」

は 1. 5%の 減少 に 留 ま る 。  

 

＊1 川 崎 市から横 須賀 市 北 下 浦 までを「東 京 湾 地 区 」、三 浦 市 と横 須 賀 市 大 楠 までを「三 浦 半

島 地 区」、葉 山 町 から湯 河 原 町までを「相 模 湾地 区 」とする（漁 業 地 区 図 参 照 ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

次 に 市 町 別 に 漁 業 経営体 数を み る と 、 横 須 賀市 が318経 営 体（ 構 成 比 31. 6%） 、

三 浦市 が 264経 営 体（ 同 26. 3%） で 、 こ の ２ 市 で 県 全体 の約 ６ 割 を 占 め る 。 さ ら

に 、 横 浜 市 が 15. 4%を 占め 、 こ の 上 位 ３ 市で 県 全 体 の ７ 割を 超 え る 。  

前 回 と 比 較す る と 、 県全 体で は 152経 営 体が 減 少 す る 中 、 鎌 倉市 他 ３ 市 町 で は

増 加し て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 地区別漁業経営体数 

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年 2003年～2018年

経営体 経営体 経営体 経営体 % % % %

1, 358 1, 243 1, 157 1, 005 100. 0 100. 0 △ 13. 1 △ 26. 0

東 京 湾 地 区 363 327 306 283 26. 4 28. 2 △ 7. 5 △ 22. 0

三 浦半島 地区 723 660 584 454 50. 5 45. 2 △ 22. 3 △ 37. 2

相 模 湾 地 区 272 256 267 268 23. 1 26. 7 0. 4 △ 1. 5

増減率構成比

総 数

地区
漁業経営体数

（ 表２ ）  

表 3 市町別漁業経営体数 

（ 表３ ）  

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

経営体 経営体 経営体 経営体 % % %

1, 358 1, 243 1, 157 1, 005 100. 0 100. 0 △ 13. 1

川 崎 市 2 2 － － － － …

横 浜 市 194 174 167 155 14. 4 15. 4 △ 7. 2

横 須 賀 市 442 410 373 318 32. 2 31. 6 △ 14. 7

三 浦 市 448 401 350 264 30. 3 26. 3 △ 24. 6

葉 山 町 50 40 37 34 3. 2 3. 4 △ 8. 1

逗 子 市 18 15 22 23 1. 9 2. 3 4. 5

鎌 倉 市 45 40 41 47 3. 5 4. 7 14. 6

藤 沢 市 23 22 23 22 2. 0 2. 2 △ 4. 3

茅 ヶ 崎 市 13 19 17 16 1. 5 1. 6 △ 5. 9

平 塚 市 6 10 12 12 1. 0 1. 2 0. 0

大 磯 町 16 17 20 18 1. 7 1. 8 △ 10. 0

二 宮 町 4 3 3 3 0. 3 0. 3 0. 0

小 田 原 市 45 43 41 42 3. 5 4. 2 2. 4

真 鶴 町 43 40 41 39 3. 5 3. 9 △ 4. 9

湯 河 原 町 9 7 10 12 0. 9 1. 2 20. 0

構成比

総 数

市町
漁業経営体数
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(2 )  経 営組 織 別 漁 業経 営 体数  

経 営組 織 別 に 漁 業 経 営 体 数を み る と 、 1, 005経 営体 の う ち 個 人 経 営 体 は 920経

営 体 ( 構 成 比 91. 5%) 、 団体 経 営 体 は 85経 営 体( 同8. 5%) と な っ て お り 、 個人 経 営 体

は 全 体 の ９ 割 以 上 を 占め て い る 。 前回 と 比 較す る と 、 個 人 経 営 体 が 13. 9%減 少 し

て い る の に 対 し 、 団 体 経 営体 は 4. 5%の 減少 と な っ て お り 、 ま た 、 団 体 経 営 体の

う ち 会 社 は 3. 2%増 加し て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 経営組織別漁業経営体数の推移 

表 4 経営組織別漁業経営体数 

注：  2003 年までは経営組織区分のひと つと し て「 官公庁・ 学校・ 試験場」 を設けていたが、 こ れら の多く は産業分類上「 漁業」 と は分類さ れてい

ないため、 2008 年以降は都道府県の栽培漁業センタ ーや水産増殖センタ ー等産業分類上「 漁業」 と なる事業所のみ調査し 、 それら の経営組織区分

を「 その他」 と し た。 上記では 2003 年の「 官公庁・ 学校・ 試験場」 は「 その他」 に記載し た。  

 

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

経営体 経営体 経営体 経営体 % % %

1, 358 1, 243 1, 157 1, 005 100. 0 100. 0 △ 13. 1

1, 270 1, 146 1, 068 920 92. 3 91. 5 △ 13. 9

88 97 89 85 7. 7 8. 5 △ 4. 5

会 社 52 64 63 65 5. 4 6. 5 3. 2

漁 業 協 同 組 合 7 8 5 5 0. 4 0. 5 0. 0

漁 業 生 産 組 合 5 4 3 3 0. 3 0. 3 0. 0

共 同 経 営 22 21 18 12 1. 6 1. 2 △ 33. 3

そ の 他 2 － － － － － …

漁業経営体数 構成比

総 数

個 人 経 営 体

団 体 経 営 体

経営組織

（ 表４ 、 図２ ）  
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(3 )  経 営体 階 層 別 漁業 経 営体 数 及び漁業 層 別の構 成 

  経 営 体 階 層 ＊ 2別 に 漁 業 経 営 体 数 を み る と 、 「 船外 機付 漁 船 」 が 291経営 体（ 構

成 比29. 0%） と 最も 多 く 、 次 い で 「 動 力 漁 船使 用 」 の 「 ３ ～ ５ ト ン 未 満 」 が 225

経 営体（ 同 22. 4%） 、 「 ５ ～ 10ト ン 未 満 」 が 124経 営 体（ 同 12. 3%） と な っ て い る 。 

ま た 前 回と 比 較 す る と 、 「 沿 岸 漁 業 層」 で は 「 大 型 定 置 網 」 が ３ 経営 体 の 減

少 、 「 こ ん ぶ 類 養殖 」 及 び「 わか め 類 養 殖 」 は増 加 と な っ て い る 。 さ ら に「 漁船

使 用」 で は 33経 営体 増 加 し た 「 動 力漁 船 使 用 」 の 「 ５ ～ 10ト ン 未 満 」 を 除 き 減

少 ま た は 横 ば い と な っ て お り 、 ま た 「 漁船非使 用 」 も 減 少と な っ て い る 。  

「 中 小 漁 業 層 」 で は「 動 力 漁 船 使用 」 の「 50～100ト ン 未 満 」 及 び「 30～ 50ト

ン 未満 」 で 増 加 し て い る が、 「 10～ 20ト ン 未満 」 な ど で は減 少 し て い る 。  

「 大 規 模 漁 業 層 」 で は「 動 力漁 船 使用 」 の「 3, 000ト ン 以 上 」 で １ 経営体 減 少

し 、 「 1, 000～ 3, 000ト ン 未満 」 で １ 経 営体増加 し て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5 経営体階層別漁業経営体数 

注 1： 2008 年、2013 年、2018 年の「地びき網」は漁業種類別に把握していないため、使用した漁船により決定した階層に含む。 

注 2： 2003 年の「船外機付漁船」は１トン未満の動力漁船使用に含む。 

（ 表５ ）  

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

経営体 経営体 経営体 経営体 % % %

総数 1, 358 1, 243 1, 157 1, 005 100. 0 100. 0 △ 13. 1

（ 沿岸漁業層）

大型定置網 19 22 21 18 1. 8 1. 8 △ 14. 3
さ け定置網 － － － － － － …

小型定置網 42 28 20 20 1. 7 2. 0 0. 0
地びき 網 ( 注1) 14 … … … … … …

海面養殖

ま だい養殖 1 1 － － － － …

ひら め養殖 1 1 － － － － …

こ んぶ類養殖 2 1 3 6 0. 3 0. 6 100. 0
わかめ類養殖 100 75 88 90 7. 6 9. 0 2. 3
のり 類養殖 18 18 12 12 1. 0 1. 2 0. 0
その他 － － － － － － …

漁船非使用 18 19 21 11 1. 8 1. 1 △ 47. 6

漁船使用

無動力漁船のみ 5 － － － － － …

船外機付漁船 ( 注2) … 357 326 291 28. 2 29. 0 △ 10. 7

動力漁船使用

１ ト ン 未満 ( 注2) 412 54 58 41 5. 0 4. 1 △ 29. 3

１ ～３ ト ン 未満 180 143 108 78 9. 3 7. 8 △ 27. 8
３ ～５ ト ン 未満 396 359 309 225 26. 7 22. 4 △ 27. 2
５ ～10ト ン 未満 85 87 91 124 7. 9 12. 3 36. 3

（ 中小漁業層）
動力漁船使用

10～20ト ン 未満 28 41 63 51 5. 4 5. 1 △ 19. 0

20～30ト ン 未満 5 8 9 6 0. 8 0. 6 △ 33. 3
30～50ト ン 未満 4 9 13 14 1. 1 1. 4 7. 7
50～100ト ン 未満 6 9 9 12 0. 8 1. 2 33. 3
100～200ト ン 未満 6 2 3 2 0. 3 0. 2 △ 33. 3
200～500ト ン 未満 3 3 － 1 － 0. 1 …
500～1000ト ン 未満 5 2 － － － － …

（ 大規模漁業層）
動力漁船使用

1000～3000ト ン 未満 8 4 2 3 0. 2 0. 3 50. 0

3000ト ン 以上 － － 1 － 0. 1 － △ 100. 0

経営体階層
漁業経営体数 構成比
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こ こ で 、 漁 業 層 ＊ 3別 の 漁 業 経 営 体 数と と も に 漁 業 就 業 者 数 、 漁 船 隻 数 及 び 動

力 漁 船 ト ン 数 の 構 成比 を み る と 、 漁業 経 営 体 数 、 漁 業 就 業 者 数 及 び 漁船 隻 数で

は「 沿 岸漁 業 層」 が そ れぞ れ 91. 1%、 81. 0%、 83. 4%を 占 め る の に 対し 、 動 力漁 船

ト ン 数 は 20. 9%に 留 ま る 。 一 方 、 「 大 規 模漁 業層 」 は 漁業 経 営 体 数 及び 漁 船隻 数

で は そ れ ぞ れ 0. 3%、 1. 4%を 占 め る の に 対 し 、 漁業 就 業 者数 は 4. 7%を 占 め 、 さ ら

に 動 力 漁 船ト ン 数は 58. 0%を 占 め て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊2 経営体階層 

漁業経営体が「過去１年間に主として営んだ漁業種類」及び「過去１年間に使用した漁船のトン数」により、次の方法により決定した。 

(ｱ) 初めに、過去１年間に主として営んだ漁業種類（販売金額１位の漁業種類）が、大型定置網、さけ定置網、小型定置網及び海面 

養殖に該当したものを当該階層に区分。 

(ｲ) (ｱ)に該当しない経営体について、過去１年間に使用した漁船の種類及び動力漁船の合計トン数（動力漁船の合計トン数には、 

遊漁のみに用いる船、買いつけ用の鮮魚運搬船等のトン数は含まない。）により区分（使用漁船の種類及び使用動力漁船の合 

計トン数により、漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、動力漁船１トン未満から動力漁船 3,000 トン以上の階層までの 16 

経営体階層に区分。）。 

 

＊3 漁業層 

・沿岸漁業層：漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、動力漁船 10 トン未満、定置網及び海面養殖の各階層を合わせたものをいう。 

・中小漁業層：動力漁船 10 トン以上 1,000 トン未満の各階層を合わせたものをいう。 

・大規模漁業層：動力漁船 1,000 トン以上の各階層を合わせたものをいう。 

（ 表６ 、 図３ ）  

表 6 漁業層別漁業経営体数、漁業就業者数、漁船隻数及び動力漁船トン数 

図 3 漁業層別漁業経営体数、漁業就業者数、漁船隻数及び動力漁船トン数の構成比 

構成比 構成比 構成比 構成比

経営体 % 人 % 隻 % 隻 隻 隻 T %

総 数 1,005 100. 0 1, 848 100.0 1, 779 100. 0 13 922 844 13,644.6 100. 0

　沿岸漁業層 916 91. 1 1, 496 81.0 1, 483 83. 4 13 859 611 2,854.2 20. 9

　中小漁業層 86 8. 6 265 14.3 271 15. 2 - 63 208 2,873.9 21. 1

　大規模漁業層 3 0. 3 87 4.7 25 1. 4 - - 25 7,916.5 58. 0

漁船隻数

無動力

漁船隻数

船外機付

漁船隻数

動力漁船
トン数

動力漁船

隻数
総数

漁業層
漁業経
営体数

漁業就
業者数

91. 1

81.0

83.4

20.9

8. 6

14.3

15.2

21. 1

0.3

4.7

1.4

58.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

漁業経営体数

漁業就業者数

漁船隻数(※)

動力漁船トン数

沿岸漁業層 中小漁業層 大規模漁業層※ 無動力漁船、船外機付漁船

及び動力漁船の合計隻数
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(4 )  漁 業種 類 別 漁 業経 営 体数  

  販 売 金 額 １ 位 の漁業 種類 別（ 主 と す る 漁業 種類 別 ） に 漁業 経営 体 数 を み る と 、

｢そ の 他 の刺 網 ｣が 233経営 体( 構 成比  23. 2％ ) で 最 も 多く 、 次い で ｢そ の他 の 釣｣

が 174経 営体 ( 同 17. 3％ ) 、 ｢そ の 他 の 漁業 ｣が126経 営 体 ( 同 12. 5％) 、 「 採 貝 ・ 採

藻 」 が 109経 営 体 ( 同 10. 8％) の 順 と な っ て お り 、 こ の ４ つ の 漁 業 種類で 全 体 の６

割 以上 を 占 め て い る 。  

前 回 と 比 較す る と 、 「 そ の 他の は え 縄 」 、 「 こ ん ぶ類 養 殖 」 及 び「 わ か め 類養

殖 」 で 増 加 し た ほ かは減 少ま た は 横 ば い と な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：  2003 年は「 小型底びき 網」 を「 縦びき １ 種」 、 「 縦びきその他」 、 「 横びき 」 に、 「 船びき 網」 は「 ひき 回し 網」 、 「 ひき 寄せ網」

に、 「 中・ 小型まき 網」 は「 巾着網１ そう まき 」 、 「 巾着網２ そう まき 」 、 「 その他のまき 網」 に、 「 採貝・ 採藻」 は「 採貝」 、 「 採

藻」 にそれぞれ分けて把握し 、 また、 「 敷網」 と し て「 さ んま棒受網」 、 「 その他の敷網」 に分けて把握し ている 。 また、 2008 年以降は

漁業種類別に把握し ていない「 地びき 網」 、 「 さ ば釣」 を 項目と し て設けている一方、 2008 年以降設けている 「 まぐ ろ 類養殖」 （ 2018

年は「 く ろ まぐ ろ 養殖」 に変更） は項目と し て設けていない。 そのため、 他の年の結果と 比較する 際には留意が必要である 。  

（ 2018 年の変更点は「 調査の概要」 の「 主な改正点」 を 参照）  
 

（ 表７ ）  

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

経営体 経営体 経営体 経営体 % % %

1, 358 1, 243 1, 157 1, 005 100. 0 100. 0 △ 13. 1

93 91 93 85 8. 0 8. 5 △ 8. 6

－ － － － － － …

35 32 38 35 3. 3 3. 5 △ 7. 9

14 … … … … … …

－ 1 － － － － …

7 6 5 5 0. 4 0. 5 0. 0

－ － － － － － …

326 303 248 233 21. 4 23. 2 △ 6. 0

1 － － － － － …

19 22 21 18 1. 8 1. 8 △ 14. 3

－ － － － － － …

42 28 20 20 1. 7 2. 0 0. 0

17 24 33 31 2. 9 3. 1 △ 6. 1

16 10 4 4 0. 3 0. 4 0. 0

－ － － － － － …

27 25 18 29 1. 6 2. 9 61. 1

－ 1 1 － 0. 1 － △ 100. 0

6 8 13 3 1. 1 0. 3 △ 76. 9

51 27 29 18 2. 5 1. 8 △ 37. 9

19 … … … … … …

7 8 4 4 0. 3 0. 4 0. 0

205 221 219 174 18. 9 17. 3 △ 20. 5

－ － － － － － …

1 4 4 3 0. 3 0. 3 △ 25. 0

173 160 151 109 13. 1 10. 8 △ 27. 8

177 176 153 126 13. 2 12. 5 △ 17. 6

まだい養殖 1 1 － － － － …

ひらめ養殖 1 1 － － － － …

その他 － － － － － － …

2 1 3 6 0. 3 0. 6 100. 0

100 75 88 90 7. 6 9. 0 2. 3

18 18 12 12 1. 0 1. 2 0. 0

－ － － － － － …

構成比

海面養殖

魚類養殖

こんぶ類養殖

わかめ類養殖

その他のはえ縄

釣

遠洋･近海かつお一本釣

沿岸かつお一本釣

遠洋･近海・沿岸いか釣

小型定置網

地びき網

その他の網漁業

はえ縄

遠洋･近海まぐろはえ縄

沿岸まぐろはえ縄

のり類養殖

その他

さば釣

その他の釣

小型捕鯨

潜水器漁業

採貝・採藻

その他の漁業

ひき縄釣

漁業種類
漁業経営体数

総数

底びき網

さけ定置網

小型底びき網

その他

船びき網

まき網

大中型まき網

中・小型まき網

刺網

さけ・ます流し網、かじき等流し網

その他の刺網

さんま棒受網

大型定置網

表 7 販売金額１位の漁業種類別漁業経営体数 
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  販 売 金 額 １ 位 の漁業 種類 別（ 主 と す る 漁業 種類 別 ） 漁 業経 営 体数 を 全 国 と 比 べ

る と 、 「 わか め 類 養殖」 、 「 そ の他 の 刺 網 」 等 で 構 成 比 が高 く な っ て い る 。  

地 区 別 に み る と 、 「 東 京 湾地 区 」 は「 わ か め 類 養 殖 」 、 「 小 型 底び き 網 」 、 「 そ

の 他 の 漁 業 」 な ど 、 「 三浦 半 島地 区 」 は 「 わ か め 類 養 殖」 、 「 そ の 他 の 刺 網 」 、

「 そ の 他 の 釣 」 な ど 、 「 相 模 湾地 区 」 は 「 船 び き 網 」 、 「 わ か め 類 養 殖 」 、 「 そ

の 他 の 刺 網 」 な ど で 全国 と 比 べ 構成 比 が高く な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 表８ ）  

表 8 販売金額１位の漁業種類、地区別漁業経営体数 

総数
東京湾
地区

三浦半
島地区

相模湾
地区

総数
東京湾
地区

三浦半島
地区

相模湾
地区

経営体 経営体 経営体 経営体 % % % % 経営体 %

1,005 283 454 268 100.0 100.0 100.0 100.0 79,067 100.0

85 83 － 2 8.5 29.3 － 0.7 6,165 7.8

－ － － － － － － － 251 0.3

35 － 9 26 3.5 － 2.0 9.7 2,202 2.8

－ － － － － － － － 70 0.1

5 2 2 1 0.5 0.7 0.4 0.4 309 0.4

－ － － － － － － － 25 0.0

233 45 99 89 23.2 15.9 21.8 33.2 10,230 12.9

－ － － － － － － － 107 0.1

18 － 7 11 1.8 － 1.5 4.1 409 0.5

－ － － － － － － － 534 0.7

20 1 15 4 2.0 0.4 3.3 1.5 2,293 2.9

31 3 16 12 3.1 1.1 3.5 4.5 1,399 1.8

4 1 3 － 0.4 0.4 0.7 － 227 0.3

－ － － － － － － － 194 0.2

29 2 21 6 2.9 0.7 4.6 2.2 1,894 2.4

－ － － － － － － － 56 0.1

3 － 1 2 0.3 － 0.2 0.7 167 0.2

18 － 15 3 1.8 － 3.3 1.1 2,900 3.7

4 － 3 1 0.4 － 0.7 0.4 2,026 2.6

その他の釣 174 33 110 31 17.3 11.7 24.2 11.6 12,091 15.3

小型捕鯨 － － － － － － － － 3 0.0

潜水器漁業 3 2 － 1 0.3 0.7 － 0.4 897 1.1

採貝・採藻 109 6 65 38 10.8 2.1 14.3 14.2 12,424 15.7

その他の漁業 126 46 59 21 12.5 16.3 13.0 7.8 8,244 10.4

海面養殖

魚類養殖

まだい養殖 － － － － － － － － 445 0.6

ひらめ養殖 － － － － － － － － 54 0.1

その他 － － － － － － － － 893 1.1

こんぶ類養殖 6 4 1 1 0.6 1.4 0.2 0.4 916 1.2

わかめ類養殖 90 43 28 19 9.0 15.2 6.2 7.1 1,835 2.3

のり類養殖 12 12 － － 1.2 4.2 － － 3,214 4.1

その他 － － － － － － － － 6,593 8.3

漁業種類

全国神奈川県

構成比漁業経営体数
漁業経営

体数
構成比

遠洋･近海・沿岸いか釣

ひき縄釣

遠洋･近海まぐろはえ縄

沿岸まぐろはえ縄

その他のはえ縄

釣

遠洋･近海かつお一本釣

沿岸かつお一本釣

はえ縄

まき網

大中型まき網

中・小型まき網

刺網

さけ・ます流し網、かじき等流し網

その他の刺網

さんま棒受網

大型定置網

さけ定置網

小型定置網

その他の網漁業

総　　数

底びき網

小型底びき網

その他

船びき網
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次 に 、 営 ん だ 漁 業種 類 別 の 漁 業 経 営体 数 （ 過 去 １ 年 間 に 営 ん だ 全 て の 漁 業種

類 別の 漁 業 経 営 体 数） を み る と 、 ｢採貝・ 採藻｣が 375経 営 体 で 最も 多 く 、 次 い で

｢そ の 他 の 刺 網 ｣が366経 営 体 、 ｢そ の他 の 釣 ｣が 323経 営 体 、 「 そ の 他 の 漁 業」 が

315経 営 体と な っ て い る 。  

前 回 と 比較 す る と 、 全 体 と し て 漁 業 経営 体 数 が 減 少 す る 中 、 「 そ の他 の は え

縄 」 で 32経 営 体（ 増減 率 69. 6%） 増 加し た ほか 、 「 かき 類 養殖 」 が １ 経 営 体 から

９ 経営 体 に 増 加 し て お り 、 ま た 、 「 ほ た て が い 養 殖 」 が 新 た に １ 経 営体 出 現し

て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9 営んだ漁業種類別漁業経営体数（複数回答） 

注： 複数回答項目のため、総数と内訳の計は一致しない。  

（ 表９ ）  

増減率 増減率

2013年 2018年
2013年～

2018年
2013年 2018年

2013年～

2018年

経営体 経営体 ％ 経営体 経営体 ％

総数（ 実数） 1,157 1,005 △ 13.1

底びき 網 釣

小型底びき 網 129 108 △ 16.3 遠洋かつお一本釣  -  - …

その他  -  - … 近海かつお一本釣 2  - △ 100.0

船びき 網 71 52 △ 26.8 沿岸かつお一本釣 35 15 △ 57.1

まき 網 遠洋いか釣  -  - …

大中型まき 網 近海いか釣  -  - …

１そうまき遠洋
かつお・まぐろ

2 2 0.0 沿岸いか釣 93 58 △ 37.6

その他  -  - … ひき 縄釣 34 30 △ 11.8

中・ 小型まき 網 8 9 12.5 その他の釣 412 323 △ 21.6

刺網 小型捕鯨  -  - …

さ け・ ます流し 網  -  - … 潜水器漁業 6 7 16.7

かじ き 等流し 網  -  - … 採貝・ 採藻 447 375 △ 16.1

その他の刺網 394 366 △ 7.1 その他の漁業 379 315 △ 16.9

さ んま棒受網  -  - … 海面養殖

大型定置網 21 18 △ 14.3 魚類養殖

さ け定置網  -  - … まだい養殖 1  - △ 100.0

小型定置網 36 29 △ 19.4 その他  -  - …

その他の網漁業 59 50 △ 15.3 ほたてがい養殖  - 1 …

はえ縄 かき 類養殖 1 9 800.0

遠洋ま ぐ ろ はえ縄 3 4 33.3 こ んぶ類養殖 126 112 △ 11.1

近海ま ぐ ろ はえ縄 1  - △ 100.0 わかめ類養殖 255 237 △ 7.1

沿岸ま ぐ ろ はえ縄 1  - △ 100.0 のり 類養殖 14 12 △ 14.3

その他のはえ縄 46 78 69.6 その他の海藻類養殖 1  - △ 100.0

その他  -  - …

漁業経営体数
漁業種類

漁業経営体数
漁業種類
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 (5 )  漁 獲・収獲魚 種 別 漁 業 経営 体 数  

ア 販 売 金額１位の漁獲 ・収 獲魚種 別 漁 業経 営体数  

販 売 金 額 １ 位 の 漁 獲・ 収 獲 魚 種別（ 主 と す る 漁 獲・ 収 獲 魚 種 別 ） 漁業経 営 体

数 を み る と 、 全 国 と 比べ 、 「 あ な ご 類 」 、 「 た ち う お 」 、 「 さ ば 類」 及 び 「 い

わ し 類 」 等の 構 成比 が高 く な っ て い る 。 ま た 、 地 区 別に 全 国 と 比 較し 構 成 比の

高 い 魚 種 を み る と 、 「 東 京 湾 地 区」 で は「 あ な ご 類 」 、 「 た ち う お 」 な ど 、 「 三

浦 半 島 地 区 」 で は「 あ わ び 類・ さ ざ え 」 、 「 た こ 類 」 な ど 、 「 相 模湾 地 区」 で

は 「 い わ し 類 」 、 「 い せ え び 」 な ど と な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 表 10）  

総数
東京湾
地区

三浦半島
地区

相模湾
地区

総数
東京湾
地区

三浦半島
地区

相模湾
地区

経営体 経営体 経営体 経営体 % % % % 経営体 %

総　数 1,005 283 454 268 100.0 100.0 100.0 100.0 79,067 100.0

くろまぐろ  -  -  -  -  -  -  -  - 479 0.6

かつお・まぐろ類(くろまぐろを除く) 9 1 6 2 0.9 0.4 1.3 0.7 1,614 2.0

かじき類  -  -  -  -  -  -  -  - 135 0.2

さけ・ます類  -  -  -  -  -  -  -  - 1,174 1.5

いわし類 40 1 17 22 4.0 0.4 3.7 8.2 1,567 2.0

あじ類 43 11 15 17 4.3 3.9 3.3 6.3 2,309 2.9

さば類 16 6 6 4 1.6 2.1 1.3 1.5 448 0.6

さんま  -  -  -  -  -  -  -  - 117 0.1

ぶり類 6  - 3 3 0.6  - 0.7 1.1 1,955 2.5

ひらめ・かれい類 44 12 8 24 4.4 4.2 1.8 9.0 3,161 4.0

すけとうだら  -  -  -  -  -  -  -  - 281 0.4

その他たら類  -  -  -  -  -  -  -  - 527 0.7

ほっけ  -  -  -  -  -  -  -  - 184 0.2

あなご類 37 37  -  - 3.7 13.1  -  - 461 0.6

たちうお 46 46  -  - 4.6 16.3  -  - 912 1.2

たい類 31 4 17 10 3.1 1.4 3.7 3.7 4,428 5.6

いさき 8  - 4 4 0.8  - 0.9 1.5 989 1.3

さわら類 6  - 6  - 0.6  - 1.3  - 1,577 2.0

いかなご  -  -  -  -  -  -  -  - 212 0.3

ふぐ類 5  - 4 1 0.5  - 0.9 0.4 419 0.5

その他の魚類 183 46 114 23 18.2 16.3 25.1 8.6 10,475 13.2

いせえび 66  - 30 36 6.6  - 6.6 13.4 2,680 3.4

その他のえび類 2  - 2  - 0.2  - 0.4  - 1,674 2.1

ずわいがに・べにずわいがに  -  -  -  -  -  -  -  - 233 0.3

その他のかに類 1  - 1  - 0.1  - 0.2  - 762 1.0

あわび類・さざえ 129 3 68 58 12.8 1.1 15.0 21.6 5,174 6.5

あさり類 1 1  -  - 0.1 0.4  -  - 1,652 2.1

ほたてがい  -  -  -  -  -  -  -  - 2,618 3.3

その他の貝類 9 3 3 3 0.9 1.1 0.7 1.1 4,791 6.1

いか類 36 5 24 7 3.6 1.8 5.3 2.6 4,296 5.4

たこ類 76 15 50 11 7.6 5.3 11.0 4.1 3,838 4.9

うに類  -  -  -  -  -  -  -  - 2,657 3.4

なまこ類 26 18 8  - 2.6 6.4 1.8  - 1,651 2.1

こんぶ類 13 10 1 2 1.3 3.5 0.2 0.7 4,031 5.1

その他の海藻類 138 50 62 26 13.7 17.7 13.7 9.7 7,238 9.2

その他 34 14 5 15 3.4 4.9 1.1 5.6 2,348 3.0

構成比
漁獲・収獲魚種 漁業経営体数 構成比

神奈川県 全国

漁業経営
体数

表 10 販売金額１位の漁獲・収獲魚種、地区別漁業経営体数 
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イ 漁獲・収獲 魚 種 数 別漁 業 経営 体 数  

漁 獲・ 収 獲魚 種 数別 漁業 経 営 体 数 の 構 成 比を みる と 、 「 ３ 種類 以 上」 の 経 営

体 数 が 63. 0%と 全国（ 47. 5%） と 比 べ 高 い 一 方 、「 １ 種類 」 は 14. 9%と 全国（ 27. 1%）

と 比 べ 低 く 、 本 県は 多く の 種類 の 魚 種 を 漁 獲・ 収 獲 し て い る 漁 業経営 体 が 多い

傾 向 と な っ て い る 。 地区 別 に み る と 、 特 に 「 東 京 湾 地 区 」 で 「 ３ 種類以 上 」 が

73. 1%と 漁獲 ・ 収獲 魚 種数 の多 い 漁 業 経 営体 の割 合 が 高 く な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6 )  漁 獲物・収 獲 物の出 荷 先 別 漁 業 経 営 体 数  

主 な 漁 獲 物 ・ 収 獲物 の 出 荷 先 別 （ 出荷 額 の 最 も 多 か っ た 出 荷 先 別 ） 漁 業 経営

体 数の 構 成 比 を 全国 と 比 較 す る と 、 最 も 構 成 比 の 高 い 「 漁 協 の 市 場 又は 荷 さ ば

き 所」 は 62. 4%と 全 国（ 70. 7%） と 比 べ 低 く 、 「 外 食 産 業 」 （ 1. 3%） や「 消 費 者に

直 接販 売 」 （ 10. 2%） な ど は 全 国（ そ れ ぞ れ 0. 4%、 4. 9%） と 比 べ 高く な っ て い る 。 

ま た 、 延 べ の 漁獲 物・ 収 獲 物の 出 荷先（ 過去 １ 年間 の 全て の 漁 獲 物・ 収 獲 物 の

出 荷先 ） 別 漁 業 経営 体 数 の 構成 比 を 全 国 と 比 較 す る と 、 同 様 に 、 最 も 構 成 比の

高 い「 漁 協 の 市 場 又 は荷さ ば き 所 」 は 70. 3%と 全 国（ 76. 8%） と 比べ 低く 、 「 外食

産 業」 （ 7. 0%） や 「 消費 者に 直 接 販 売 」 （ 30. 8%） な ど は全 国 （ そ れぞ れ 1. 6%、

12. 6%） と 比 べ高 く な っ て い る 。「 消費 者 に 直 接販 売 」 の 内 訳の 構成 比 を み る と 、

「 自営 の 水 産 物 直 売所で 」 が 9. 5%（ 全 国は 1. 6%） 、 「 他 の方 法 で 」 が17. 2%（ 同

7. 9%） な ど 、 全 国 と 比較 し 高 く な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

表 11  漁獲・収獲魚種数、地区別漁業経営体数 

（ 表 11）  

（ 表 12）  

総数
東京湾
地区

三浦半島
地区

相模湾
地区

総数
東京湾
地区

三浦半島
地区

相模湾
地区

経営体 経営体 経営体 経営体 % % % % 経営体 %

総　数 1,005 283 454 268 100.0 100.0 100.0 100.0 79,067 100.0

１種類 150 36 77 37 14.9 12.7 17.0 13.8 21,446 27.1

２種類 222 40 114 68 22.1 14.1 25.1 25.4 20,081 25.4

３種類以上 633 207 263 163 63.0 73.1 57.9 60.8 37,540 47.5

漁獲・収獲
魚種数

神奈川県 全国

漁業経営体数 構成比 漁業経営
体数

構成比
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 ( 7 )  漁 獲 物・収獲 物 の販売 金額 規 模 別 漁 業経 営 体 数  

漁 獲 物・ 収 獲物 の販 売 金額 規 模別 漁 業 経 営体数 を み る と 、 「 100万円未 満 」 が

320経 営 体（ 構成 比 31. 8%） と 最 も 多く 、 次 い で 「 100～ 300万 円未 満 」 の 268経営

体（ 同 26. 7%） 、 「 300～500万 円 未 満 」 の 140経営 体（ 同 13. 9%） と 続 き 、 500万円

未 満が 728経 営 体で 全 体の 72. 4%を 占 め て い る 。  

ま た 、 全 国 と 比 較す る と 、 800万 円 未 満の 各 階 層 で 構 成 比 が 全 国よ り 高 く 、 800

万 円未 満 が 826経 営 体と 全 体 の 82. 2%を 占 め て い る の に 対 し 、 全 国 で は 58, 717経

営 体で 全 体 の 74. 3%を 占 め て い る 。 さ ら に 、 800万 円以 上の 各 階 層 で は 全 国よ り

構 成比 が 低 く 、全 国 よ り 販 売金 額 規模 の小 さ い 経 営 体 が 多 い 傾 向と な っ て い る 。 

こ の う ち 、 個 人経 営 体を みる と 、 800万 円 未 満の 各階 層 で 構 成 比が全国 よ り 高

く 、 800万 円 未 満 が 785経 営 体 と 全 体 の 85. 3%を 占 め て い る の に 対 し 、 全 国 で は

58, 039経 営 体 と 全 体の 77. 9%を 占 め て お り 、総数 と 同 様 に 全国 よ り 販 売金 額規 模

の 小さ い 経 営 体 が 多い 傾 向と な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

注： 「漁獲物・収獲物の出荷先別漁業経営体数」は複数回答項目のため、総数と内訳の計は一致しない。  

表 12  漁獲物・収獲物の出荷先別漁業経営体数 

（ 表 13、 図４ ）  

漁業経営体
数

構成比
漁業経営体

数
構成比

漁業経営体
数

構成比
漁業経営体

数
構成比

経営体 % 経営体 % 経営体 % 経営体 %

総数（ 実数） 1, 005 100. 0 79, 067 100. 0 1, 005 100. 0 79, 067 100. 0

627 62. 4 55, 883 70. 7 707 70. 3 60, 702 76. 8

 漁協以外の卸売市場 142 14. 1 11, 066 14. 0 190 18. 9 15, 472 19. 6

 流通業者・ 加工業者 55 5. 5 4, 638 5. 9 106 10. 5 7, 420 9. 4

小売業者・ 生協 36 3. 6 1, 788 2. 3 95 9. 5 4, 151 5. 2

外食産業 13 1. 3 305 0. 4 70 7. 0 1, 251 1. 6

消費者に直接販売 103 10. 2 3856 4. 9 310 30. 8 9, 973 12. 6

自営の水産物直売所で … … … … 95 9. 5 1, 257 1. 6

その他の水産物直売所で … … … … 42 4. 2 2, 458 3. 1

他の方法で … … … … 173 17. 2 6, 258 7. 9

その他 29 2. 9 1, 531 1. 9 58 5. 8 2, 846 3. 6

漁協の市場又は荷さ ばき 所

神奈川県

漁獲物・ 収獲物の出荷先別漁業経営体数
（ 複数回答） ( 注)

神奈川県 全国出荷先

主な 漁獲物・ 収獲物の出荷先別漁業経営体数

全国
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前 回 と 比 較 す る と 、 1, 500万 円 未 満 の 全 て の 階 層 で 減 少 し 、 特 に 「 100万 円未

満 」 及 び 「 800～1, 000万 円未 満 」 で は 減少率が 20％を 超 え て い る 。  

1, 500万 円 以 上 の階層 で は 、 「 1, 500～2, 000万円 未 満 」 及 び「 2, 000～5, 000万

円 未満 」 で 合計 ４ 経 営 体増 加 し て い る 一 方、 「 5, 000万 円 ～１ 億万 円未 満 」 及び

「 １ 億 円 以 上 」 で は合計 ５ 経 営 体 減 少 し て い る 。  

注： 「 100 万円未満」 は「 販売金額なし 」 を含む。  

図 4 漁獲物・収獲物の販売金額規模別個人経営体数 

100万円未満

33. 0 

31. 5 

100～300万円未満

27.5 

24. 1 

300～

500万円未満

14.7 

12. 7 

500～

800万円

未満

10.1 

9.6 

800～1,000万円未満
4. 1 

4. 8 

1,000～1,500万円未満, 5.2 

5.4 

1,500～

2,000万円

未満

2.7 

3. 1 

2,000～5,000万円未満, 2.4 

6.6 

5,000万円

以上

0.2 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

神奈川県

全国

注： 「 100万円未満」 は「 販売金額なし 」 を含む。

個人
経営体

個人
経営体

個人
経営体

個人
経営体

経営体 経営体 % % 経営体 経営体 % %

総　 数 1, 005 920 100. 0 100. 0 79, 067 74, 526 100. 0 100. 0

100万円未満 320 304 31. 8 33. 0 23, 668 23, 482 29. 9 31. 5

100～300万円未満 268 253 26. 7 27. 5 18, 154 17, 967 23. 0 24. 1

300～500万円未満 140 135 13. 9 14. 7 9, 606 9, 445 12. 1 12. 7

500～800万円未満 98 93 9. 8 10. 1 7, 289 7, 145 9. 2 9. 6

800～1, 000万円未満 41 38 4. 1 4. 1 3, 703 3, 595 4. 7 4. 8

1, 000～1, 500万円未満 54 48 5. 4 5. 2 4, 257 4, 059 5. 4 5. 4

1, 500～2, 000万円未満 27 25 2. 7 2. 7 2, 506 2, 330 3. 2 3. 1

2, 000～5, 000万円未満 31 22 3. 1 2. 4 5, 848 4, 924 7. 4 6. 6

5, 000万円～１ 億円未満 12 1 1. 2 0. 1 2, 120 1, 202 2. 7 1. 6

１ 億円以上 14 1 1. 4 0. 1 1, 916 377 2. 4 0. 5

構成比

神奈川県

漁獲物・ 収獲物販売金額
規模

総数

全国

漁業経営体数 構成比

総数総数 総数

漁業経営体数

表 13 漁獲物・収獲物の販売金額規模別漁業経営体数 
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経 営 組 織 別 の 内 訳を み る と 、 1, 000万 円 未 満 の 漁 業 経 営 体 （ 867経 営 体） の う

ち 、 個 人経 営 体は 94. 9%（ 823経 営 体） と な っ て い る 。 一方 、 1, 000万 円以 上 の漁

業 経営 体 （ 138経 営体 ） は 個 人 経 営 体 が 70. 3%（ 97経営 体） と な っ て い る 。 さ ら

に 、 5, 000万 円以 上 の 漁業 経 営 体（ 26経 営 体） は 92. 3%が 団体 経 営体（ 24経 営 体 ）

と な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 表 14、 図５ ）  

図 5 漁獲物・収獲物の販売金額規模、経営組織別漁業経営体数 

注： 「 100 万円未満」 は「 販売金額なし 」 を含む。  
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300～500万円未満

500～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～5,000万円未満

5,000万円～１億円未満

１億円以上

（経営体）

個人経営体

団体経営体

注：「100万円未満」は「販売金額なし」を含む。

個人
経営体

団体
経営体

個人
経営体

団体
経営体

個人
経営体

個人
経営体

個人
経営体

経営体 経営体 経営体 経営体 経営体 経営体 % % % % % %

総　 数 1, 157 1, 068 89 1, 005 920 85 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 △ 13. 1 △ 13. 9

100万円未満 403 383 20 320 304 16 34. 8 35. 9 31. 8 33. 0 △ 20. 6 △ 20. 6

100～300万円未満 306 297 9 268 253 15 26. 4 27. 8 26. 7 27. 5 △ 12. 4 △ 14. 8

300～500万円未満 142 138 4 140 135 5 12. 3 12. 9 13. 9 14. 7 △ 1. 4 △ 2. 2

500～800万円未満 109 105 4 98 93 5 9. 4 9. 8 9. 8 10. 1 △ 10. 1 △ 11. 4

800～1, 000万円未満 53 46 7 41 38 3 4. 6 4. 3 4. 1 4. 1 △ 22. 6 △ 17. 4

1, 000～1, 500万円未満 59 56 3 54 48 6 5. 1 5. 2 5. 4 5. 2 △ 8. 5 △ 14. 3

1, 500～2, 000万円未満 24 17 7 27 25 2 2. 1 1. 6 2. 7 2. 7 12. 5 47. 1

2, 000～5, 000万円未満 30 21 9 31 22 9 2. 6 2. 0 3. 1 2. 4 3. 3 4. 8

5, 000万円～１ 億円未満 16 4 12 12 1 11 1. 4 0. 4 1. 2 0. 1 △ 25. 0 △ 75. 0

１ 億円以上 15 1 14 14 1 13 1. 3 0. 1 1. 4 0. 1 △ 6. 7 0. 0

2018年

総数

構成比 増減率

漁獲物・ 収獲物販売金額
規模

2013年～2018年

総数

2018年2013年

総数総数

漁業経営体数

2013年

総数

表 14 漁獲物・収獲物の販売金額規模、経営組織別漁業経営体数 
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(8 )  個 人経 営 体 の状 況 

 ア 専 兼業 別及 び兼 業 種 類 別個 人 経 営 体 数 

専 兼 業 別 に 個 人 経 営体数 を み る と 、 「 専業 」 は 353経 営 体（ 構 成比 38. 4%） 、

「 兼 業 」 は 567経営 体（ 同61. 6%） と な っ て い る 。 「 専 業」 、 「 兼 業 」 と も に 前

回 に 比 べ 減少 し て お り 、 減少 率 は「 専 業 」 が 6. 1%と な っ て い る のに 対し 、「 兼

業 」 は 18. 1%と な っ て い る 。「 兼 業 」 の 内 訳を み る と 、「 第 １ 種兼 業 」 及び「 第

２ 種 兼 業 」 の 構 成 比 は そ れ ぞ れ 29. 8%、 31. 8%と な っ て お り 、 前 回 と 比 べ、 「 第

１ 種 兼 業 」 は 25. 5%の 減少 、 「 第 ２ 種 兼 業」 は 9. 6%の 減 少 と な っ て い る 。  

全 国 と 比 較す る と 、「 専 業」 の 構 成比（ 38. 4%） が 低 く （ 全 国は 51. 4%） 、「 兼

業 」 の 構 成比 （ 61. 6%） が 高い （ 全 国 は 48. 6%） 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次 に 、 営 ん だ 兼 業 種 類 別個 人 経 営 体 数を み る と 、 自 営 業の う ち 「 遊 漁 船 業 」 が

236経 営 体 と 最 も 多 く 、 個 人 経 営 体 の 25. 7%が 遊 漁船 業 を 営 ん で い る 。 全 国 と 比 較

す る と 、 自 営 業 の う ち 「 水 産 物の 加 工」 、 「 遊 漁船 業 」 、 「 小 売 業 」 及 び 「 漁 家

レ ス ト ラ ン 」 な ど は全国 と 比 べ 構成 比 が高く な っ て い る 。  

前 回 と 比 べ 、 自 営 業で は「 漁 家 民宿 」 の減 少率 が 60. 0%と 高く 、 一方、 「 水 産 物

の 加 工 」 は 57. 5%の 増 加と な っ て い る 。 ま た 、 「 共 同 経 営 に 出 資 従 事 」 は 40. 9%の

減 少 と な っ て い る ほ か 、 「 漁 業雇 わ れ」 及 び 「 漁業 以 外の 仕 事 に 雇 わ れ 」 も そ れ

ぞ れ 11. 6%、 48. 3%の減少 と な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

増減率 個人経営体数 構成比

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年
2013年～
2018年

2018年 2018年

経営体 経営体 経営体 経営体 % % % 経営体 %

1, 270 1, 146 1, 068 920 100. 0 100. 0 △ 13. 9 74, 526 100. 0

327 428 376 353 35. 2 38. 4 △ 6. 1 38, 298 51. 4

943 718 692 567 64. 8 61. 6 △ 18. 1 36, 228 48. 6

第１ 種兼業 464 399 368 274 34. 5 29. 8 △ 25. 5 19, 664 26. 4

第２ 種兼業 479 319 324 293 30. 3 31. 8 △ 9. 6 16, 564 22. 2

個人経営体数 構成比

総 数

専 業

兼 業

専兼業別

全国神奈川県

表 15  専兼業別個人経営体数 

（ 表 15）  

（ 表 16）  
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イ 基幹 的 漁業 従事 者の年 齢 階層 別 個 人 経営体 数 

基 幹 的漁 業 従 事者 の 年 齢 階 層 別 に 個 人 経 営 体 数 を み る と 、 「 75歳以 上 」 が

214経 営 体で 最 も 多 く 、 構 成比 は 23. 3%と な っ て お り 、 全 国 の 構 成比 （ 21. 5%）

を 上 回る 。 59歳以 下 の 各 階 層 で は 全 国 に 比 べ 構 成 比 が 高 く 、 60歳以 上 74歳 以

下 の 各 階 層で は 全 国 の構 成比 を 下回 る 。  

基 幹 的漁 業 従 事者 の 年 齢 階 層 別 個 人 経 営 体 数 の 推 移 を み る と 、 構成 比 の ピ

ー ク が 2008年 で は「 70～ 74歳 」 と な っ て い た も のが 、 2013年で は「 75歳 以 上」

と な り 、 2018年 も 引 き 続 き 「 75歳以 上 」 がピ ー ク と な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

注 1： 複数回答項目のため、総数と内訳の計は一致しない。 
注２： 2018 年調査において「自営業」の「その他」から「漁家レストラン」、「農業」及び「小売業」を分離して新たに調査項目として設定して

いるため、「その他」の対前回増減率は「…」とした。 
注３： 「共同経営に出資従事」、「漁業雇われ」及び「漁業以外の仕事に雇われ」は満 15 歳以上で過去１年間に漁業を行った世帯員のう

ち該当者がいる場合に集計している一方、「自営業」は世帯として経営している場合に集計しており、集計対象を判定する対象が異

なることに留意が必要である。 

（ 表 17、 図６ ）  

表 16 営んだ兼業種類別個人経営体数（複数回答） 

増減率
個人経営体

数
構成比

2013年 2018年 2013年 2018年
2013年～
2018年

2018年 2018年

経営体 経営体 % % % 経営体 %

1, 068 920 100. 0 100. 0 △ 13. 9 74, 526 100. 0

692 567 64. 8 61. 6 △ 18. 1 36, 228 48. 6

水 産 物 の 加 工 40 63 3. 7 6. 8 57. 5 891 1. 2

漁 家 民 宿 15 6 1. 4 0. 7 △ 60. 0 835 1. 1

漁 家 レ ス ト ラ ン ( 注２ ) … 8 … 0. 9 … 316 0. 4

遊 漁 船 業 261 236 24. 4 25. 7 △ 9. 6 3, 587 4. 8

農 業 ( 注２ ) … 65 … 7. 1 … 5, 130 6. 9

小 売 業 ( 注２ ) … 52 … 5. 7 … 1, 765 2. 4

そ の 他 ( 注２ ) 157 94 14. 7 10. 2 … 5, 954 8. 0

22 13 2. 1 1. 4 △ 40. 9 3, 866 5. 2

69 61 6. 5 6. 6 △ 11. 6 8, 130 10. 9

209 108 19. 6 11. 7 △ 48. 3 11, 508 15. 4

兼業種類

神奈川県 全国

構成比

漁 業 以 外 の 仕 事 に 雇 わ れ

個人経営体数

共 同 経 営 に 出 資 従 事

漁 業 雇 わ れ

自 営 業

個 人 経 営 体 数 （ 実 数 ）
兼業の個人経営体数（ 実数）
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表 17  基幹的漁業従事者の年齢階層別個人経営体数 

図 6 基幹的漁業従事者の年齢階層別個人経営体数の推移 

0

50

100

150

200

250

300

29歳以下 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

2008年 2013年 2018年

（経営体）

漁業経営体数 構成比

2008年 2013年 2018年 2008年 2013年 2018年
2013年～2018

年 2018年 2018年

経営体 経営体 経営体 % % % % 経営体 %

1, 146 1, 068 920 100. 0 100. 0 100. 0 △ 13. 9 74, 526 100. 0
1, 146 1, 068 920 100. 0 100. 0 100. 0 △ 13. 9 74, 465 99. 9

29 歳 以 下 14 14 17 1. 2 1. 3 1. 8 21. 4 834 1. 1
30 ～ 34 歳 18 20 25 1. 6 1. 9 2. 7 25. 0 1, 261 1. 7
35 ～ 39 歳 38 33 30 3. 3 3. 1 3. 3 △ 9. 1 2, 103 2. 8
40 ～ 44 歳 60 55 46 5. 2 5. 1 5. 0 △ 16. 4 3, 032 4. 1
45 ～ 49 歳 83 83 90 7. 2 7. 8 9. 8 8. 4 4, 555 6. 1
50 ～ 54 歳 70 83 89 6. 1 7. 8 9. 7 7. 2 5, 902 7. 9

55 ～ 59 歳 122 82 98 10. 6 7. 7 10. 7 19. 5 7, 614 10. 2
60 ～ 64 歳 146 126 73 12. 7 11. 8 7. 9 △ 42. 1 9, 454 12. 7
65 ～ 69 歳 158 152 112 13. 8 14. 2 12. 2 △ 26. 3 12, 944 17. 4
70 ～ 74 歳 224 153 126 19. 5 14. 3 13. 7 △ 17. 6 10, 752 14. 4
75 歳 以 上 213 267 214 18. 6 25. 0 23. 3 △ 19. 9 16, 014 21. 5

-  -  -  -  -  - … 61 0. 1

全国

 海上作業従事世帯員なし

構成比漁業経営体数

神奈川県

増減率

総 数
 海上作業従事世帯員あり

年齢階層
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次 に 、 基幹 的 漁 業 従 事 者 の 年 齢 階 層 別に 専 兼 業 別 の 個 人 経 営 体 数 を み る と 、

最 も 構 成 比 の 高 い「 75歳 以 上 」 が「 第 １ 種 兼業 」 で は 15. 0%、 「 第 ２ 種兼 業 」 で

は 16. 0%と な っ て い る のに 対し 、 「 専業 」 で は 35. 7%と 大 き な 割 合を 占 め て い る 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 18  基幹的漁業従事者の年齢階層、専兼業別個人経営体数 

（ 表 18、 図７ ）  

図 7 基幹的漁業従事者の年齢階層、専兼業別個人経営体数の構成比 

計 専業 第１種兼業 第２種兼業 計 専業 第１種兼業 第２種兼業

経営体 経営体 経営体 経営体 % % % %

  920   353   274   293 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0
  920 353 274 293 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

29 歳 以 下 17 4 6 7 1. 8 1. 1 2. 2 2. 4
30 ～ 34 歳 25 4 15 6 2. 7 1. 1 5. 5 2. 0
35 ～ 39 歳 30 12 5 13 3. 3 3. 4 1. 8 4. 4
40 ～ 44 歳 46 14 21 11 5. 0 4. 0 7. 7 3. 8
45 ～ 49 歳 90 20 35 35 9. 8 5. 7 12. 8 11. 9
50 ～ 54 歳 89 29 32 28 9. 7 8. 2 11. 7 9. 6

55 ～ 59 歳 98 27 35 36 10. 7 7. 6 12. 8 12. 3

60 ～ 64 歳 73 25 19 29 7. 9 7. 1 6. 9 9. 9
65 ～ 69 歳 112 41 32 39 12. 2 11. 6 11. 7 13. 3
70 ～ 74 歳 126 51 33 42 13. 7 14. 4 12. 0 14. 3
75 歳 以 上 214 126 41 47 23. 3 35. 7 15. 0 16. 0

 -  -  -  -  -  -  -  -

年齢階層

総 数
 海上作業従事世帯員あり

 海上作業従事世帯員なし

漁業経営体数 構成比
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12. 3 

60～64歳
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9.9 
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13.3 
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13.7 
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14. 3 

75歳以上

23.3 

35.7 

15. 0 

16. 0 
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30～34歳, 2.7 

1. 1 
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2.0 

29歳以下, 1.8 
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2.4 
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計

専業

第１種兼業

第２種兼業

40～44歳
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ウ 後 継 者の有 無別 個 人経 営 体数  

    個 人 経 営 体のう ち 、 「 後 継 者 あ り 」 は 175経 営体 で 構成比 は 19. 0%と な っ て

お り 、 全 国 の 値 （ 17. 0%） を 上 回 っ て い る 。  

ま た 、 前回 と 比 較 す る と 、 「 後 継 者 あ り 」 の 割 合 は 23. 5%か ら 19. 0%に 低 下

し て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 漁 業就 業 者、新規 就 業 者  

漁業就業者数は1, 848人で、前回と 比較する と 、５ 年間で425人の減少( 減少率18. 7％) と なっ

ており 、 減少率は全国（ 16. 2%） を 上回っ ている。  

ま た 、 第 ９ 次漁 業 セ ン サ ス （ 1993年 ） の 結 果と 比 較 す る と 、 1, 517人 の 減 少（ 減

少 率 45. 1%） と な っ て お り 、 減 少 率は 全 国（ 53. 3%） を 下 回っ て い る 。  

 

 

＊  漁 業 就 業 者の う ち 、 雇わ れ て 漁 業 に 従 事す る も の（ 漁 業雇 われ ） に つ い て は、 2003

年 調 査 ま で は 沿海 市 区 町 村 の 被 雇 用 者 側 か ら の 調 査 に よ っ て い た が 、2008年か ら は

雇 い 主 か ら の 調査 に よ り 把 握 し て い る 。 こ の た め 、 2008年以 降 の 調 査 結果 に は 、 非

沿 海 市 区 町 村 に 居 住 し て い る 漁 業 雇 わ れ の 者が 新 た に 加 え ら れ て お り 、2003年 の 値

と 比 較 す る 場 合に は 注 意 が 必 要 で あ る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増減率 経営体数 構成比

2013年 2018年 2013年 2018年
2013年～
2018年

2018年 2018年

経営体 経営体 % % % 経営体 %

総　 　 　 数 1, 068 920 100. 0 100. 0 △ 13. 9 74, 526 100. 0

　 後継者あり 251 175 23. 5 19. 0 △ 30. 3 12, 699 17. 0

　 後継者なし 817 745 76. 5 81. 0 △ 8. 8 61, 827 83. 0

後継者の有無別

神奈川県 全国

個人経営体数 構成比

（ 表 19）  

表 19  後継者の有無別個人経営体数 

（ 表 20、 図８ ）  

表 20 漁業就業者数の推移 

神奈川県 全国 神奈川県 全国 神奈川県 全国

人 人 人 人 % %

９ 次( 1993年) 3, 365 324, 886 △ 846 △ 67, 506 △ 20. 1 △ 17. 2

10次( 1998年) 2, 950 277, 042 △ 415 △ 47, 844 △ 12. 3 △ 14. 7

2003年 2, 421 238, 371 △ 529 △ 38, 671 △ 17. 9 △ 14. 0

2008年 2, 496 221, 908 75 △ 16, 463 3. 1 △ 6. 9

2013年 2, 273 180, 985 △ 223 △ 40, 923 △ 8. 9 △ 18. 4

2018年 1, 848 151, 701 △ 425 △ 29, 284 △ 18. 7 △ 16. 2

年次
漁業就業者数 増減数 対前回増減率
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(1 )  地 区別、市 町 別 漁業就 業 者 数 

地区別に漁業就業者数をみると 、 「 三浦半島地区」 が783人（ 構成比42. 4%） と 最も 多く 、

次いで、 「 相模湾地区」 が612人（ 同33. 1%） 、 「 東京湾地区」 が453人（ 同24. 5%） と なっ て

いる。 前回と 比べ、「 三浦半島地区」 では24. 3%の減少と なっ ており 、 総数の減少率18. 7%を

上回っ ている。 また、 2003年調査と 比較すると 、 「 三浦半島地区」 は35. 1%の減少と なっ て

おり 、 総数の減少率23. 7%を 上回っ ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年
2013年～
2018年

2003年～
2018年

人 人 人 人 ％ ％ % %

2, 421 2, 496 2, 273 1, 848 100. 0 100. 0 △ 18. 7 △ 23. 7

東 京 湾 地 区 x x 558 453 24. 5 24. 5 △ 18. 8 …

三 浦 半 島 地 区 1, 206 1, 191 1, 034 783 45. 5 42. 4 △ 24. 3 △ 35. 1

相 模 湾 地 区 x x 681 612 30. 0 33. 1 △ 10. 1 …

地区
構成比

総 数

漁業就業者数 増減率

図 8 漁業就業者数の推移 

表 21 地区別漁業就業者数 

（ 表 21）  

神奈川県
3,365

2, 950

2, 421 2, 496
2, 273

1,848

全国 324,886

277,042

238,371 221,908

180, 985

151,701
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次に、 市町別に漁業就業者数を みると 、 三浦市が518人（ 構成比28. 0%） と 最も 多く 、 次い

で、 横須賀市が486人（ 同26. 3%） で、 こ の２ 市で県全体の半数を超える。 さ ら に、 横浜市が

232人（ 同12. 6%） 、 藤沢市が90人（ 同4. 9%） 、 小田原市が89人（ 同4. 8%） と なっ ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2 )  自 営・雇 われ別 漁 業就 業 者 数  

漁業就業者のう ち、「 個人経営体の自家漁業のみ」に従事し た者は1, 061人（ 構成比57. 4%）、

「 漁業従事役員」 及び「 漁業雇われ」 は787人（ 同42. 6%） で、「 個人経営体の自家漁業のみ」

に従事し た者の割合は全国と ほぼ同じ 割合と なっ ている。また、前回に比べ、それぞれ20. 3%、

16. 5%減少し ている 。  

「 漁業雇われ」 のう ち 、 個人経営体の漁業就業者数は278人で、 「 個人経営体の自家漁業

のみ」 の1, 061人と 合わせた1, 339人が個人経営体の漁業就業者と なっ ており 、 全体の72. 5%

を 占めている。  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 注： 2018 年調査において「漁業雇われ」から「漁業従事役員」を分離して新たに調査項目として設定しており、2013 年値は「漁業雇われ」に「漁業従

事役員」を含んでいる。また、対前回増減率は 2013 年値と 2018 年値を比較するため、「漁業従事役員」と「漁業雇われ」の合計で算出した。 

 

（ 表 23）  

表 23  自営・雇われ別漁業就業者数 

表 22 市町別漁業就業者数 

（ 表 22）  

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

人 人 人 人 ％ ％ ％

2, 421 2, 496 2, 273 1, 848 100. 0 100. 0 △ 18. 7

川 崎 市 x x － － － － …

横 浜 市 357 320 307 232 13. 5 12. 6 △ 24. 4

横 須 賀 市 760 705 576 486 25. 3 26. 3 △ 15. 6

三 浦 市 764 809 709 518 31. 2 28. 0 △ 26. 9

葉 山 町 63 65 49 35 2. 2 1. 9 △ 28. 6

逗 子 市 24 26 35 41 1. 5 2. 2 17. 1

鎌 倉 市 60 96 87 64 3. 8 3. 5 △ 26. 4

藤 沢 市 88 65 87 90 3. 8 4. 9 3. 4

茅 ヶ 崎 市 34 91 89 64 3. 9 3. 5 △ 28. 1

平 塚 市 27 49 51 46 2. 2 2. 5 △ 9. 8

大 磯 町 25 47 50 70 2. 2 3. 8 40. 0

二 宮 町 33 x 17 21 0. 7 1. 1 23. 5

小 田 原 市 77 105 95 89 4. 2 4. 8 △ 6. 3

真 鶴 町 95 84 101 70 4. 4 3. 8 △ 30. 7

湯 河 原 町 x 19 20 22 0. 9 1. 2 10. 0

市町
構成比

総 数

漁業就業者数

増減率
漁業就業

者数
構成比

2013年 2018年 2013年 2018年
2013年～
2018年

2018年 2018年

人 人 % % % 人 %

2, 273 1, 848 100. 0 100. 0 △ 18. 7 151, 701 100. 0

1, 331 1, 061 58. 6 57. 4 △ 20. 3 86, 943 57. 3

… 151 … 8. 2 8, 726 5. 8

942 636 41. 4 34. 4 56, 032 36. 9

個人経営体 … 278 … 15. 0 … 27, 776 18. 3

団体経営体 … 358 … 19. 4 … 28, 256 18. 6

全国

総数

漁業就業者数 構成比

個人経営体の自家漁業のみ

漁業従事役員（ 注）

漁業雇われ（ 注）

神奈川県

△ 16. 5

自営・ 雇われの別

942 787
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(3 )  年 齢階層 別 漁 業就 業 者 数  

年 齢 階 層 別 漁 業 就 業者数 を 構 成 比で み る と 、「 75歳以 上 」 が 16. 2%と 最も 高 く 、

「 65～ 69歳 」 が 11. 4%、 「 70～ 74歳 」 が 10. 4%、 「 60～ 64歳」 が 10. 3%と 、 60歳以

上 の ４ つ の 階 層 で は い ず れ も 10%を 超 え て お り 、 こ の 60歳 以 上 の ４ 階 層 で 合 計

895人 と 全体 の 約５ 割 を 占 め て い る 。  

年 齢 階 層別 の 漁 業 就 業 者 数 の 推 移 を み る と 、 年 齢 階 層の ピ ー ク が 2003年 で は

「 65～ 69歳 」 、 2008年 で は「 70～ 74歳」 と な っ て い た も のが 、 2013年で は「 75歳

以 上」 と な っ て い る 。 2018年も 引き 続 き 「 75歳 以 上 」 が ピ ー ク で 、 2013年と 比

較 し 、 す べ て の 年 齢階層 で 漁 業 就 業 者 数が減少 し て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

人 人 人 人 ％ ％ ％

2, 421 2, 496 2, 273 1, 848 100. 0 100. 0 △ 18. 7

15 ～ 19 歳 26 19 26 19 1. 1 1. 0 △ 26. 9

20 ～ 24 歳 55 57 59 53 2. 6 2. 9 △ 10. 2

25 ～ 29 歳 74 72 86 73 3. 8 4. 0 △ 15. 1

30 ～ 34 歳 121 123 109 88 4. 8 4. 8 △ 19. 3

35 ～ 39 歳 130 173 131 99 5. 8 5. 4 △ 24. 4

40 ～ 44 歳 155 180 188 128 8. 3 6. 9 △ 31. 9

45 ～ 49 歳 157 181 177 169 7. 8 9. 1 △ 4. 5

50 ～ 54 歳 210 178 185 161 8. 1 8. 7 △ 13. 0

55 ～ 59 歳 255 274 185 163 8. 1 8. 8 △ 11. 9

60 ～ 64 歳 304 275 250 191 11. 0 10. 3 △ 23. 6

65 ～ 69 歳 393 308 255 211 11. 2 11. 4 △ 17. 3

70 ～ 74 歳 328 354 264 193 11. 6 10. 4 △ 26. 9

75 歳 以 上 213 302 358 300 15. 8 16. 2 △ 16. 2

総 数

構成比
年齢階層

漁業就業者数
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（ 表 24、 図９ ）  

表 24 年齢階層別漁業就業者数 

図 9 年齢階層別漁業就業者数の推移 
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次 に 、 年 齢 階 層 別の 漁 業 就 業 者 数 を 経 営 組 織 別 に み る と 、 個 人 経 営 体 は 「 75

歳 以上 」 が 全 体 の19. 9%を 占 め 、 ま た 、 60歳 以 上 の４ 階 層 で 合 計719人 、 構成 比

53. 7%と な っ て お り 、 全体 の ５ 割を 超 え る 。 一 方、 団体 経 営 体 は「 60～ 64歳 」 が

全 体の 11. 0%と 最も 多 く 、 60歳 以 上 の４ 階 層で 合 計176人 、 構 成 比 34. 6%と な っ て

い る 。 ま た 、 個 人 経営 体 と 比 べ、 15～ 54歳 の各階 層 の構 成 比 が 高く な っ て い る 。 

個 人 経 営 体に つ い て 全国 の 構 成 比と 比 較す る と 、「 75歳以 上 」 は 全国（ 17. 2%）

と 比べ 19. 9%と 高い も のの 、 60～ 74歳の 各 階層 で 全国 よ り 構 成 比 が 低い 。 全 国は

60歳以 上 の ４ 階 層 で 合計 65, 372人 と 全 体の57. 0%を 占 め 、神奈 川県 の 60歳 以上 の

割 合（ 53. 7%） の方 が 小さ く な っ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 25  年齢階層、経営組織別漁業就業者数 

図 10 年齢階層、経営組織別漁業就業者数 

（ 表 25、 図 10）  
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個人経営体

団体経営体

総数
個人

経営体
団体

経営体
総数

個人
経営体

団体
経営体

総数 個人経営体 総数
個人

経営体

人 人 人 ％ ％ ％ 人 人 ％ ％

1, 848 1, 339 509 100. 0 100. 0 100. 0 151, 701 114, 719 100. 0 100. 0

15～19歳 19 3 16 1. 0 0. 2 3. 1 1, 065 552 0. 7 0. 5

20～24歳 53 29 24 2. 9 2. 2 4. 7 4, 027 2, 050 2. 7 1. 8

25～29歳 73 39 34 4. 0 2. 9 6. 7 5, 352 2, 996 3. 5 2. 6

30～34歳 88 54 34 4. 8 4. 0 6. 7 7, 597 4, 524 5. 0 3. 9

35～39歳 99 49 50 5. 4 3. 7 9. 8 8, 842 5, 479 5. 8 4. 8

40～44歳 128 84 44 6. 9 6. 3 8. 6 9, 826 6, 438 6. 5 5. 6

45～49歳 169 117 52 9. 1 8. 7 10. 2 11, 185 7, 599 7. 4 6. 6

50～54歳 161 116 45 8. 7 8. 7 8. 8 12, 836 9, 018 8. 5 7. 9

55～59歳 163 129 34 8. 8 9. 6 6. 7 14, 851 10, 691 9. 8 9. 3

60～64歳 191 135 56 10. 3 10. 1 11. 0 18, 003 13, 790 11. 9 12. 0

65～69歳 211 159 52 11. 4 11. 9 10. 2 21, 115 17, 642 13. 9 15. 4

70～74歳 193 159 34 10. 4 11. 9 6. 7 16, 164 14, 222 10. 7 12. 4

75歳以上 300 266 34 16. 2 19. 9 6. 7 20, 838 19, 718 13. 7 17. 2

構成比
年齢階層

神奈川県 全国

総 数

構成比漁業就業者数 漁業就業者数
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(4 )  新 規就業 者 数  

新規就業者数は24人で、 う ち 、 「 個人経営体の自家漁業のみ」 は５ 人、 「 漁業雇われ」 は

19人と なっ ている。 また、 個人経営体の新規就業者数は８ 人と なっ ている。  

前回と 比較する と 、「 個人経営体の自家漁業のみ」 は58. 3%の減少と なっ ているのに対し 、

「 漁業雇われ」 は9. 5%の減少と なっ ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 漁船  

(1 )  漁 船種 類 ・動 力 漁船 トン数 規 模別 隻数  

   漁船の総隻数は 1, 779 隻で、 前回に比べ 317 隻減少し た（ 減少率 15. 1%）。 種類別の減少

率は「 無動力漁船」 が 65. 8%と 最も 高く 、 次いで、「 動力漁船」 が 17. 0%、「 船外機付漁船」

が 11. 4%と なっ ている。 動力漁船ト ン数規模別では「 ５ ～10 ト ン未満」 で 34. 0%増加し たほ

かは、 減少または横ばいと なっ ている。  

 

 

 

 

 

 

 

表 27  漁船種類・動力漁船トン数規模別隻数 

（ 表 26）  

表 26  新規就業者数 

（ 表 27）  

個人経営
体

個人経営
体

個人経営
体

2013年 2013年 2018年 2018年 2013年 2018年
2013年～
2018年

2018年 2018年 2018年

人 人 人 人 % % % 人 人 %

33 19 24 8 100.0 100.0 △ 27.3 1,862 992 100.0

個人経営体の自家漁業のみ 12 12 5 5 36.4 20.8 △ 58.3 469 469 25.2

漁 業 雇 わ れ 21 7 19 3 63.6 79.2 △ 9.5 1,393 523 74.8

全国

新規就
業者数

新規就
業者数

構成比

総 数

新規就
業者数

構成比自営・雇われの別

神奈川県

増減率

増減率

2003年 2008年 2013年 2018年 2013年 2018年 2013年～2018年

隻 隻 隻 隻 % % %

2, 301 2, 242 2, 096 1, 779 100. 0 100. 0 △ 15. 1

73 43 38 13 1. 8 0. 7 △ 65. 8

1, 120 1, 148 1, 041 922 49. 7 51. 8 △ 11. 4

1, 108 1, 051 1, 017 844 48. 5 47. 4 △ 17. 0

113 97 110 72 5. 2 4. 0 △ 34. 5

１ ～ ３ トン 未満 245 209 166 128 7. 9 7. 2 △ 22. 9

３ ～ ５ トン 未満 528 506 442 312 21. 1 17. 5 △ 29. 4

５ ～ 10 トン 未満 83 81 103 138 4. 9 7. 8 34. 0

10 ～ 20 トン 未満 93 134 173 171 8. 3 9. 6 △ 1. 2

20 ～ 30 トン 未満 - - -  -  -  - …

30 ～ 50 トン 未満 - - - 3  - 0. 2 …

50 ～ 100 トン 未満 6 3 2 2 0. 1 0. 1 0. 0

100 ～ 150 トン 未満 2 -  -  -  -  - …

150 ～ 200 トン 未満 - -  -  -  -  - …

200 ～ 350 トン 未満 5 2 2 1 0. 1 0. 1 △ 50. 0

350 ～ 500 トン 未満 32 19 19 17 0. 9 1. 0 △ 10. 5

500 ～ 1000 トン 未満 1 -  -  -  -  - …

1000 ～ 3000 トン 未満 - -  -  -  -  - …

- -  -  -  -  - …

構成比漁船隻数漁船種類・
動力漁船ト ン 数規模

１ ト ン 未 満

3000 ト ン 以 上

漁 船 総 隻 数

無 動 力 漁 船 隻 数

船 外 機 付 漁 船 隻 数

動 力 漁 船 隻 数 （ 総 数 ）


